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道徳教育におけるリテラチャー・サークルの試み
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　小学校では平成30年度から，従来の「道徳の時間」を「特別の教科　道徳」と新たな位

置づけとなる。道徳科では，問題解決的な学習などの指導方法の工夫を踏まえ，「考え議

論する道徳」へと質的転換がはかられる。そこで本研究では，道徳科の授業の中で
Literature　Circlesを実施することは，「道徳的な価値を自分のこととしてとらえ，よく考え，

議論する道徳」で有効ではないかと考え検証した。調査の結果，LCを導入した道徳科の
授業での導入の可能性と留意点が明らかとなった。

1．背景と目的

　1958（昭和33）年に始まった「道徳の時間」

が「特別の教科　道徳」（以下，道徳科）と新た

な位置づけとなり，小学校では平成30年度か

ら実施される。この学習指導要領の改正に当た

っては，資料を読んで登場人物の心情や態度を

分析して，子どもに道徳的価値を教えこむよう

な授業では実行性が低く，今日的課題やいじめ

問題などに対応しきれないとして，学校におけ

る道徳教育の効果が問われ改正に至った。

　また，近年の高度なグローバル化や情報化に

よって社会が根底から変動してきたことも踏ま

えて，“子ども自身が道徳上の諸問題に主体的に

取り組み，どのように行為・実践するかまで考え

議論する，問題解決型の道徳の授業に転換する

こと”1）が重要になってくると柳沼は示唆して

いる。そこで道徳科の授業では，指導のねらい

に即して問題解決的な学習を取り入れ，「読む道

徳」から道徳Eの問題を多面的・多角的に「考

え議論する道徳」へと質的転換をはかることが

強調された。この質的転換を道徳科の授業で実

現可能とするために授業方法の工夫が必要であ

る。

　これまでの道徳授業の改善案として，柳沼は

デューイの進歩主義や道徳授業論に基づき問題

解決的な授業を示し，また，新川も「道徳学習プ

ログラム」2）の指導方法を紹介している。しか

し，道徳科における指導方法例が少ないことも

あり，新たな道徳指導方法の可能性を探る必要

がある。発表者はこれまでの研究から，児童の読

書活動教育でLiterature　Circles（以下，LC）を

導入することの有効性について，国語教育での

成果を得ている3）。こうしたことから道徳科の

授業の中でLCを実施することは，「道徳的な価

値を自分のこととしてとらえ，よく考え議論す

る道徳」で有効ではないかと考えた。そこで本

研究では，LCを導入した道徳科の授業により

道徳科の目標が達成出来るかについての予備的

検証を行うことを目的する。そのために，現職の

小学校教員を対象とした研修でLCの演習を行

った。

2．新しい道徳科の方向

　新しい学習指導要領では，道徳教育の目標と

道徳科の目標を統一して，従来の「道徳的実践力

の育成」から「道徳性の育成」へと変更するこ

ととなった。この変更により，内面的資質の道徳

指導と外面に表れる道徳的行為や習慣を同時に

指導することができると想定される。こうして

推進される道徳教育を概観していくと，“知識偏

重型の詰め込み教育を見直し，「新しい学力」，

「キー・コンピテンシー」，「人間力」，「生き

る力」の育成を目指す教育…道徳教育とも深く

関連し”4）社会的要因も背景にあることがわか

る。このような，多様な社会のなかで相互理解を

し合い，協働する人間としての自己の生き方を

深く考えることで道徳的な判断力，心庸，実践意

欲と態度を育成しようとしている。っまり，道徳
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科の指導内容は，「道徳的諸価値にっいての理

解」を示し，次に，指導方法として「物事を多面

的・多角的に考え」ることを示し，最後に「育成

すべき資質・能力」としての「道徳的な判断力，

心情，実践意欲と態度」を示すという3段構成を

取っている。とくに，これからの道徳科は自己を

見つめ，そして，自分らしく生きて働く道徳性を

育て，人生のさまざまな問題を多面的・多角的に

考えることができる創造的な人材の育成を目指

していくのであろう。

　しかし，現状の「道徳の時間」で行われている

指導方法は“1960年代から，特に国語科におけ

る物語文の指導方法を参考に，読み物資料を用

いて登場人物の心情を共感的に理解し道徳的価

値の自覚を促すような指導方法”5）であるため，

子どもたちにとって関心の高い生活上あるいは

社会的な問題と向き合い，教師と語り合い，子ど

も同士で議論し合い，内省を深めていく指導方

法を実践することは難しい。そこで，発表者は協

同による学びを取り人れたLCを提案する。

　LCは児童が主体的に一人一役を担って作品

を読み，また，ただ読むだけではなく，クリティ

カル・リーデングの要素を取り入れ，作品の文体

や内容，登場人物の行動を評価したり批判した

りする読みの活動である。さらに，書いてあるこ

とを根拠として，自分だったらどう書くか，どう

行動するかという自分の意見も表現する活動と

なる。こうしたLCでの学習は，道徳的価値を見

つけ，自分なりに理解を深め，多様な見方や考え

方に出会うことができると考えられ，道徳科の

授業に取り入れることが可能と思われる。

3，道徳科指導方法

3．1調査方法

　よく考え議論する道徳科の授業方法として

LCを導入することの有効性を検討するため，

2016年7月28日，豊田市立寺部小学校教員20

人，8月26日，岡崎市立根石小学校教員28人の

計48人を対象として質問紙調査を実施した。

調査は，2016年7月28日に開催された現職図書

館教育研修会と8月26日に開催された現職教

育研修会で実施した。調査では，実際にLCを体

験して授業での導入の可能性と，その際に留意

すべきと予想できる事項を収集することを目的

とした。

　なお，本調査では発表者が，国語科のLCの説

明をした後，道徳科に改良したLCを通常の45

分で行う授業時間を30分という短縮時間内で

実施した。調査手順として，まず発表者がLC

について説明を行い，つぎに，道徳科の授業を想

定したLCに基づく学習を調査協力者自身が児

童になったつもりで体験した後，その結果につ

いて質問紙調査を実施した。実施時には，調査

協力者が各所属校で実際に行うことを想定し，

教育手法として有効だと考えられるかを意識し

ながら演習を体験するように依頼した。実際の

演習内容にっいては，3．2にまとめた。質問紙調

査の内容は，LCによる教育手法の効果に対す

る評価と自由記述による想定される問題点につ

いてである。質問紙調査の項目はつぎに示す，

「小学校の授業においてLCが教育手法として

有効であるのか，また道徳科の授業においても

有効であるのか，加えて体験後の調査協力者の

気づきや感想も項目」とした。

3．2LCを取り入れた道徳科指導方法

　　本調査で実施したLCでは，　Daniels6）の提

唱するLCモデルの構成要素を損なわないよ

うに留意しながら，発表者が国語科の授業で

実践できるプロセスに改良したものを紹介し

た後，さらに，道徳科においても学習指導要領

に示す目標に沿った授業実践ができるように

改良を加えた。下記にそのプロセスを示す。

（1）国語科におけるLC実践のプロセス

（a）学校司書はテーマに基づいた本を紹介する

　（ブックトーク）。

（b）児童は自分が読みたい本を選び，同じ本を

　　選んだ者同士で3人から4人のグループに

　　なる。

（c）グループごとに読む範囲を決める。

（d）一人ひとりが違う役割になるよう決める。

　　　（表1参照）

（e）児童はそれぞれ自分の役割で，決めた範囲

　　を一人で読み，役割シートに記入する。

（f）役割に基づいて，グループで話し合う。

（g）グループで話し合ったことを，クラス全体

　　に紹介する。

（h）教師や学校司書は単元学習中や学習後に，

一 56一



　　児童が読んだ本にっいて友だちや家族に

　　紹介し，交流できるよう配慮する。

表1LCにおける役割

役割 内容
思い出し係 自分とのつながりを見つける

照明係 優れた表現などに光をあてる

人物係 登場人物（人や動物，もの）につ

いて考える

質問係 疑問に思うことを見つける

イラスト係 イメージしたことを図や絵で表

現する

　道徳科における「主題」の設定は，子どもたち

を取りまく日常生活でどのような道徳的問題が

あり，どのような目標とねらいを設定したかで

決まる。演習では『ヤクーバとライオン1勇気』

という絵本を教材として用いた。この絵本は，

道徳科学習指導要領における内容項目では，

「命」を題材にしたものに該当する。主として

生命や自然，崇高なものとの関わりに関するこ

とのなかの「生命の尊さ」，生命が多くの生命

のつながりの中にあるかけがえのないものであ

ることを理解し，生命を尊重することである。本

来ならば教材観について検討する必要があるが，

本研究では，LCを導入することの有効性に絞

って検証することとした。

（2）道徳科におけるLC実践のプロセス

　道徳科におけるLCはグループ学習の応用で

あり，読書手法の一っと定義し，道徳科の授業演

習を実施した。道徳科におけるLCでは，国語科

のねらいと違うため，1種類の教材を用い，あら

かじめ読む範囲を指定しておく。国語科のLC

の（b）と（c）が該当しない。（h）においては臨機応

変に対応する。

1学校司書はテーマ（価値）に基づいた本を紹

　介する。（LC，（a）に相当）

2教師から役割の説明を聞く。3人から4人の

　グループをつくり，一人ひとりが違う役割に

　なるよう決める。表1参照（LC，（b）（d）に相当）

3各自配布された資料を20分間一人で黙読し，

　役割読みをしながら役割シートに記入する。

　（LC，（e）に相当）

4役割シートを参考にしながら，道徳のテーマ

　について話し合う。（LC，　Oに相当）

5まとめ。（LC，（g）に相当）

4．調査結果

　本章では，LC演習後に実施した調査結果に

ついて，教育手法としてのLCの効果に対する

評価と留意点について，全体的な評価と道徳科

での評価についてまとめた。

4．1教育手法としてのLCの効果

　「小学校の授業においてLCは教育手法とし

て有効だと考えられるか」についての結果は，

有効である47人（98％），有効でない1人（2％）で

あった。

　調査票での自由記述にっいて，内容が類似し

ているものについては，LCが有効であるとの

回答に対する理由についてのみ，記述をカテゴ

リー化してヲ表2に示した。

表2　教育手法としてのLCの有効性の理由

LCう玉有効であるとコ答した主な理圭　（複数亘答可，　　人（℃

後割を撞うことで責任を～った意見さいえる　　　　　　7115｝

投塾を担って友達の意晃を闇くことさできる　　　　　　1蟹29＞

僕割を担うことで効果的に陶容を掴むことぶできる　　　11（23〕

投割を担うことで新たな考えを健進させることhsできる　26（5引

投割を担うことで授業に全員参加ナることオ玉できる　　　17135｝

　LCの効果についての記述では，一人ひとりが

役割を担うことで，多様な視点をもって読むこ

とができ，また，多様な角度からものごとを考え

ることが出来るといった意見や，全員が授業に

積極的に参加できることで，クラスのコミュニ

ケーションが活発になり，新たな気づきや疑問

がうまれるといった意見も寄せられた。こうし

た記述から，さまざまな問題を多面的・多角的に

考えることができるLCは教育手法として「考

え，議論する道徳」において合致する教育方法で

あろうと考えられる。

　以上の結果から，LCは教育手法として十分に

行えそうだという見通しを得ることができた。

しかし一方では，ただの発表で終わらせない伝

え方の工夫も必要であるとの意見もあった。
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4．2　道徳科授業におけるLCの有効性

　道徳科の授業では，その時間に取り上げる道

徳の内容項目に即した適切な道徳教材を用意し，

クラスの子どもの実態を踏まえながら設定した

ねらいへ到達できるよう指導を行う。これらの

点を考慮するように求め，LCの教育効果を検証

した。

　「LCを導入した道徳科の授業が有効だと考

えられるか」についての質問紙の結果はつぎの

とおりである。有効である35人（73％），どち

らともいえない9人（19％），有効でない4人

（8％）であった。調査協力者の約7割から道

徳科授業におけるLCは教育手法として十分に

行えそうだという成果を得ることができた。

　なお，教育手法での有効性の結果と同様に，道

徳科授業におけるLCが有効であるとの回答に

対する理由についてのみ，記述をカテゴリー化

して，表3に示した。

　このように，交流をとおして共感し相互理解

を深められたことで，多様な価値に気づくこと

ができ，さらに，テーマを明確にして授業を行う

効果についての意見も寄せられた。

表3　道徳科におけるLCの有効理由

道徳科におけるLCが有効であると回答した主な理由（複数回答可）　　　人（％〉

ll5（3D

l
I　16（33）

il4（29）

目3（27）

i4（8）

5（10）

　4（8）

何をグループで話し合うか，共通のテーマ（発問）

がないと新しい道徳に繋がりにくい，といった

意見も寄せられた。さらに，調査協力者から寄せ

られた，気づきや感想の中から二つのことが明

らかになった。ます一つ目は，子どもの発達段階

に合った教材を選ぶことが難しい15人（45％）。

ことや，二つ目はクラスの子どもの実態にあっ

た適切な教材を選ぶことが難しい10人（21％）

といった意見が寄せられた。こうした，調査協力

者の約6割が教材に関する選定の難しさを抱え

ていることが明らかとなった。

　今後，学校図書館からの支援体制が整えられ

ていけば道徳科の授業におけるLCの導入も効

果的に実践できるであろう。さらに，道徳科の授

業をはじめとした，他の教科においても，学校図

書館から学年に応じた本（資料）を提示してい

くことができるように検討していくことを，今

後の課題としたい。ますます，学校図書館を担う

学校司書の専門性が問われることも明らかとな

った。

交流の場があり話し合いが促進される

交流をとおして共感し、相互理解を深めることができる

多様な意見を引き出すことができる

本音を引き出すことができる

道徳的価値を明確にしておくことで効果が見える

テーマを設定をすることで話し合いの方向性が見える

教材に即したねらいを立てることで転用応用ができる

5．まとめ

　本研究では，LCを導入した道徳科の授業での

導入の可能性と留意点を明らかにした。調査の

結果から約7割の調査協力者から，有効である

との回答が得られた。有効であると回答した調

査協力者からは，一人一役，役割を担うことで全

員の児童が授業に参加しやすい，といった意見

が寄せられた。また，どちらともいえない，有効

でないと回答した調査協力者からは道徳科の

授業で共通の価値を扱う場合，役割に基づいて
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　　　　　　　　　　　「学校司書」雇用の課題

一
公立及び私立校の学校司書募集記事から雇用の課題を再考する一

　　　米谷優子†

　†関西大学（非常勤）

hggOO426＠nifty．　ne．　jp

　学校図書館法改正により法定された「学校司書」について、2015年度記事を対象とした

先の研究に続き、対象を私立学校勤務にも拡大して、2016年4－9．月公表の募集時の雇用条

件を確認した。2015年度に比較して、職名の「学校司書」の浸透傾向が見られた。ただし、

大半が非常勤・嘱託などの非正規職で、待遇などに改善は見られなかった。「学校司書」を

性別役割分業に基づく非正規職に定着させず、正規雇用のモデルが必要である。

1．はじめに

　2014年6月学校図書館法改正により、いわゆ

る「学校司書」に関する規定が新設された。こ

れについて、筆者は2015年度公表の公立学校の

募集記事148件の雇用条件を確認し、2016年5

月にその結果と課題を発表した（以下「2015年

度研究」とする）1。今回はこれに続くものとし

て、その後の期間（2016年4月一9月公表）につ

いて、さらに対象を私立学校勤務等にも拡大し

て、学校司書の雇用条件の現況を確認した。こ

れにより、学校司書雇用の課題を再考すること

を目的とする。

2．研究方法

　学校図書館に勤務する職員を募集する記事か

ら、そこに示された雇用条件を抽出した。

　抽出記事は、「ぱっちわ一く」誌22016年4月

から2016年9月発行のうち「学校図書館をめぐ

る人の動き」に掲載された2016年度の求人記事

29件、ならびに日本図書館協会（JLA）メール

マガジン794号（2016年4．月6日発信）から817

号（2016年9月29日発信）で紹介された求人案

内のうち記事内またはリンクされた詳細な募集

案内に学校図書館勤務が明記されていた11件、

サイト「図書館美術館博物館ネット」2016年4

月～9．月掲載のうち学校（大学は除く）勤務が明

記されていた10件に、検索エンジンで「図書館

㎜求人」のキーワードで検索（2016年9月実施）

して新たに得た2件を加えた、計52件である。

複数の媒体での重複を除外し、また職名・勤務

先が同じで募集時期のみが異なる場合は最新の

記事のみを対象としたところ、分析対象は45

件となった。

　これらについて、自治体名・学校名で検索エ

ンジンでも検索し、そこで提供されている内容

と照合して新たに得た情報があれば付加してか

ら、各記事に記述された、雇用元・任用・職名、

職務内容、資格要件、勤務日・時間、賃金等待

遇、雇用期間と再任用について確認した。

3．分析結果

3．1雇用元・任用・職名

　分析対象の記事45件中、地方公共団体（都道

府県・市区町村）が募集する事案は40件で、私

立学校募集の事案が5件であった。

　地方公共団体募集記事のうち、34件に嘱託・

臨時職員等の記述、または雇用期間の終了時期

の記載があり、非正規職としての任用と判断さ

れた。別の6件が正規職員の募集で、都道府県

が5件、市区町村が1件であった。

　私立学校による募集では、非常勤（事務）職員、

契約職員、パート、事務嘱託の名称が記されて

おり、5件とも非正規職であった。

　今回の対象記事では、改正学校図書館法にあ

る「学校司書」の名称を用いているのが15件、

「学校図書館司書」が9件見られた。その他の

呼称としては、読書活動協力員、学校図書館サ

ポーター、学校読書支援員、学校図書館指導員、

学校図書館支援員、読書活動支援者などがあっ

た。2015年度研究で見られた「補助」を含む呼

称は、今回の対象記事では見られなかった。

　なお、私立学校の募集記事では勤務内容が図
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書館業務であったり、図書室勤務であったりし

ても「契約職員」　「事務職員」とするのみで、

「司書」と明記のないケースも見られた。

3．2職務内容

　職名を司書としているだけで職務内容を全く

記載していないものが3件、「学校図書館業務」

「司書業務」とのみ記しているものが11件あ

った。正規職の募集6件では、1県だけが「図

書資料の収集・分類・貸出や読書案内、相談な

どの業務」と挙げていたが、ほかは、「司書業務」

とのみ記していた。

　一方、非正規職の31件が職務内容を詳述して

いた。職務内容としてあげられていたのは、貸

出18、返却10、カウンター業務2、整理7、分

類2、目録1、レファレンス4、選書・選定8、

蔵書管理3、環境整備6、ボランティアとの連

携・協働5、　図書委員会（対応）5、図書館だ

より2、授業支援4、授業関連資料情報の収集・

提供3、読み聞かせ5（うち読み聞かせ補助・支

援が3）、ブックトーク1、読書指導補助2、公

立図書館・他機関との連携5などであった。

　ただし、私立学校では、「学校行事における事

務の補助」「入試業務」などが付加された記事が

見受けられた。公立学校でも「その他校長が示

す業務」が付加された例があった。

　なお、司書教諭等との関係を示す語として、

「連携」が1件、「補助」・「補佐」が4件あった。

3．3　資格要件

　正規職では、いずれも必要資格として「司書」

資格のみを挙げていた。

　非正規職では、資格要件として図書館関連資

格（司書・司書補・司書教諭）を必須としている

のは24件（うち「司書」資格必須は5件）で、

必要資格の枠を図書館関連資格から教員免許ま

で範囲を拡大したものが4件あった。また、図

書館関連資格を挙げるものの、相当の「経験」

等を含めるところもあり、「興味関心あるもの」

とさらに拡大したものもあった。一方、図書館

関連資格の要件について全く記載がない記事が

2件あるほか、逆に図書館関連資格について「問

わない」「必須ではない」と明記したのが3件、

「有資格者」としながらも「無資格者も相談可」

としたのが1件あった。

　図書館関連資格のほか、PC操作能力を挙げた

のが11件あったほか、普通自動車免許を求めた

ケースが3件あった。

　年齢にっいて、正規職では全件で年齢の上限

を明記していた。一方、非正規職では年齢の条

件について明記している8件のうち、65歳以下

（未満））としているのが6件で、逆に2件は「年

齢不問」「20歳以上」としていた。

　なお、私立学校の特徴として、宗教も含めた

学校の方針への理解を求める記述が見られた。

3、4勤務地

　地方公共団体の正規職募集の6件は県立（市

立）図書館を含めた複数の勤務先の一っとして

県立（市立）学校が記されており、うち3件は「県

立図書館または県立高等学校図書館」と明記さ

れていた。

　その他の地方公共団体募集の非正規職は小中

学校が16件で、別に小学校限定が9件であった。

高等学校・特別支援学校まで含むものが1件、

学校とのみしたのが1件で、（公立）図書館を含

めたのが2件あった。

　また、「巡回」「2校」「兼務」など、複数校の

担当が明記されているものが3件あった。

　私立学校は5件とも中学校または高等学校図

書館（図書室）となっていた。

3．5勤務日・時間

　正規職では、全件が週5日フルタイム勤務が

基本であった。

　非正規職でも、「週5日」あるいは「．月～金」、

「平日」と明記されたケースが19件ある一方、

週4日以下が明記された例も9件見られた。「週

29時間未満」「年間150目以内」など時間数や

日数の上限が提示された例もあった。

　勤務時間は、1日当り4時間から7時間45分

までみられたが、地方公共団体では正規職員よ

り縮減したケースが多かった。私立学校では正

規職員にほぼ準じた勤務時間であった。

　学校の長期休暇の期間については、7件が勤

務なしあるいは勤務削減を明記していた。他に、

学期ごと任用を採用したり、勤務日数の条件か

ら、長期休暇中の休業が推定されるものが6件

あった。
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3．6待遇

　賃金体系は、時給制・日給制・A額制等さま

ざまなかたちで提示されていた。賃金または時

間数の掲載がない2件を除いて、1年間の総額

を概算3したところ、正規職では、2，　694，060円

～ 3，　304．800円（平均3，152，903円、中央値

3，129，500円）となった。

　非正規職のうち私立学校では年1，071，840～

2，933，220円となった。

　地方公共団体の非正規職33件では、313，200

円～2，783，200円（平均1，207，620円　中央値

1，102，000円）で、200万円超が3件、100万～

200万円未満が16件、100万円未満が14件であ

った。月平均にすると10万635円で、2015年

度研究の月平均ll万4500円より、さらに低い

額となっている。年収100万円未満の割合も

2015年度は29．1％だったが、2016年度研究で

は42．4％となった。

　正規職では通勤、住居、扶養、特殊勤務、時間外

勤務などの諸手当、期末・勤勉手当や健康保険、

年金、雇用保険等の適用が明記されている。

　一方、非正規職では、期末手当・賞与の記載

が私立学校契約職員の2件と地方公共団体の嘱

託職員1件で見られたのみで、その他の地方公

共団体の非正規職では住居・扶養・特殊勤務・

期末・勤勉手当のいずれについても支給の記述

はなかった。14件が健康保険・年金の社会保険

加入を明記し（条件達成後の加入も含む）、雇用

保険についても14件が加入を明記していたが、

逆に社会保険の適用がないことを明記したもの

もあった。

　通勤交通費は、私立学校の全件で支給の記載

があったが、地方公共団体の非正規職では17

件が支給を明記した一方で、4件が支給なしと

明記していた。

　また、有給休暇については、私立学校の2件、

地方公共団体の非正規職の5件が制度を明記し

ていた。

3．7　雇用期間と再任用

　非正規職の31件で終了時期が明示されてい

た。1年、あるいは年度途中の募集の場合は当

該年度末の3月末まで、とするものが多かった

が、学期ごと、半年ごとに契約更新とするもの

もあった。

再任用は「更新可」とのみ記す場合もあれば、

「4回まで」などと上限を示す場合もあった。

4．考察

4．12015年度研究との比較から

　職名について、2015年度研究では「学校司書」

の名称は25．7％で用いられ、他に指導員・支援

員など「司書」を用いない名称や「補助員」な

どとしたものも見受けられていた。2016年度に

も「司書」の入らない名称は存在したが、　「学

校司書」が33．3％と増加を示した。今回の調査

対象のうち、6件の正規職は全て学校に限定せ

ず県立（市立）図書館勤務も含めているため、「学

校司書」の名称は用いていなかった。その影響

もあって、　「学校司書」の名称使用が全体の割

合として大きな伸びを示すものにはならなかっ

たが、　「学校司書」の名称は浸透しつつあると

みてよいだろう。

　ただし、私立学校の募集記事では勤務先を図

書室としているものの「契約職員」「事務職員」

とのみ記して、　「学校司書」としていないとこ

ろもあった。これは、図書館業務以外の事務補

助を職務内容に含んでいるためと考えられる。

　職務内容として列挙されていた内容の多くは、

「これからの学校図書館担当職員に求められる

役割・職務及びその資質能力の向上方策等にっ

いて（報告）」4に列挙された範囲の業務であった。

　ただし、中には、読み聞かせ補助・支援、読

書指導補助と「補助」が明記された例があった。

読み聞かせは、上の報告で学校図書館担当者の

業務の一つとして掲出されている。が、これに

「補助」が付記されているということは、学校

司書が学校図書館の中で補佐としての立場にあ

るとの認識がなされているとの解釈もできる。

　さらに、2015年度にあった「補助員」の職名

は、2016年度はみられなかったものの、職務内

容として司書教諭との関係を「連携」とするよ

り「補助」・「補佐」とするケースが多いのは2015

年度5と同様であった。これも学校司書を、正規

職員の司書教諭と比較して補佐的な立場とみな

す表れと考えられる。

4．2　「非正規」学校司書と性別役割分業

　学校司書を補佐的な立場とみなすのは、非正

規雇用が主流であることと無関係ではなかろう。
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勤務時間や日数が少なく、1年以内契約で再任

用も有限、という不安定な勤務条件下では、図

書館の業務を全うしたり、経験を重ねたりする

ことが難しくなる。

　しかし、職種の相違を身分の相違として身分

格差・待遇格差を容認するのは妥当ではないだ

ろう。

　だが、実際には、待遇面では、9割弱が年収

200万円以下と低賃金で、社会保険はもとより、

通勤手当や有給休暇制度さえ用意されないこと

もあるような、劣悪な条件下に置かれている。

学校司書の法制化を嘱望した声の裏には、認知

度の上昇や配置の拡大のみならず待遇改善の期

待もあったはずだが、法制化後1年以上経過し

た中でも、労働条件の改善傾向は見られない。

　ここには、学校司書が女性の多い職種である6

ことも関係しているだろう。

　地方公共団体では、文部科学省が示した、「平

成24年度からの学校図書館関係の地方財政措置

における考え方について」の「1年度当たり105万

円1週30時間の担当職員を概ね2校に1名程度配

置」7が一つの目安になっているという。この105

万円1週30時間とは非正夫朋哉で、生計を主に担う

収入にはならない。性別役割分業である「男性稼

ぎ主モデル」を想定したとしか考えようがない。

学校司書の場合、「男性稼ぎ主モデル」を適用で

きる人材が今のところ確保可能なため、劣悪な条

件も容認されると考えられているのだろうか。

　「非正規」学校司書には、性別役割分業の考

え方が絡まって根深い問題をもたらしている。

4．3　学校司書の正規職モデルの必要性

　2015年から文部科学省において「学校図書館

の整備充実に関する調査研究協力者会議」が開

催されている。こちらでは法定の「専門的職務」

担う職として、養成カリキ・・ラムなどが検討・

審議されてきている。

　ただし、現状では、学校司書の求人は、非正規

中心で、正規職の募集は数少ない例しか見当たら

なかった。一例を除いた他は全て県立学校で、高

等学校にほぼ限られている。すなわち正規職の小

中学校の学校司書募集がほとんどない。現職員調

査では公立小中学校司書の約1割が常勤職員であ

るがそこには常勤的な非正規職員も含まれてお

り8、非正規率は9割を超えると推察される。この

ように特に小中学校の学校司書は「非正規」がほ

ぼ定着した状態になっている。

　専門職であっても、働く側が時間の融通がき

く、と非正規職を選択することはあってよい。

しかし、非正規職しかない専門職、という状態

は問題ではないか。たとえ養成課程が整備され

ても出口の就職が非正規職しか見えないのでは、

その道に進むことを躊躇してしまう。養成課程

を受講する者にとっても担当する者にとっても、

将来が見えず、学校司書の人材確保という面か

らも道は暗い。

　加えて、学校司書の場合、2015年度研究で述べ

たように、非正規職であることが、利用者である

児童生徒に直接マイナスの影響を与えることも

深く考慮すべきである。

　「学校司書」を非正規職に定着させず、正規

雇用のモデルが必要である。

i米谷優子「「学校司書」の雇用の現況と課題」『日本図

書館情報学会春季研究集会発表論文集』2016，p75－78

2『ぱっちわ一く：全国の学校図書館に人を！の夢と運

動をつなぐ情報交流紙』（発行：梅本恵）ISSN2187－7548

3正規職員は月額＋ボーナスで計算（改正給与法に準

じボーナスは年4．2か月分で計算）、非正規職は時給制

の場合は時給×勤務時聞×勤務日数（週5日の場合月20

日を基本）×12か月を基本としながら、長期休暇中が休

業の場合は10か月分で計算した。

1文部科学省「これからの学校図書館担当職員に求め

られる役割・職務及びその資質能力の向上方策等につい

て（報告）」（2014．3）

（http：／／www．　mext．　go．　jp／b＿menu／shirlgi／chousa／shot

ou／099／houkoku／1346118．　htm）　〈2016．10．10確認＞

52015年度では、「司書教諭と連携」が12件ある一方で、

「司書教諭（図書館担当教諭）の補助」や「補佐」が25

件あった

6学校司書の性別割合を示す調査は見当たらないが、

公立図書館の非常勤司書の女性の割合が94．・5％である

こと（「社会教育施設調査結果（平成23年度）」より概算）

から推察できる。

7文部科学省「平成24年度からの学校図書館関係の地方
財政措置について」（http：／／㎜．　mext．　go．　jp／component

／a』lmenu／education／micro＿detai1／＿icsFiles／afieldfil

e／2015／08／05／1360321＿2．pdf）〈2016．10．10確認〉全国の

公立小中学校に学校司書の配置に要する経費を措置する

目安で、1人当たり単価設定の考え方は「1時間1千円×1

日6時間×1週5日×1年35週；105万円」と説明されている。

8「平成26年度学校図書館の現状に関する調査」（文部

科学省）では、学校司書の常勤職員は公立小学校9．8％、

中学校IL　2％だった。が、ここには常勤的非常勤職員も

含まれることが指摘されている（日本図書館協会「学校

図書館職員問題検討会報告書」2016．9）

（http：／／www．　j　l　a．　or．　jp／Portals／0／data／content／info

rmation／gaku†ohoukoku2016．　pdf）　〈2016．10．10確認〉
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学校図書館における「科学読み物」に関する一考察
　　一板倉聖宣の仮説実験授業と科学読み物論をてがかりとして一

坂下直子（京都女子大学）sakasita＠kyoto・wu．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　口本の児童生徒の「理科離れ」現象から、学校図書館における「科学読み物」の意義と課題を検討

した。板倉聖宣の仮説実験授業（教育方法）と科学読み物論をてがかりにして実践と論考を分析し、

学校図書館との関係を考察した。また、司書教諭養成講座受講生へのアンケートで科学読み物に関す

る意識を調査した。その結果、学校図書館を介した科学読み物が実験を伴う理科の教育方法と結びっ

いて「理科離れ」解決の一助となり得ることを示した。

1．はじめに

　21世紀を迎えて以来、日本では学術的な定義

づけはされていないものの「理科離れ」が問題

になっている。OECD－PISAやIEA・TIMSSと

いった国際学力調査において、日本の該当年齢

の児童生徒の中で、理科の本を読むのが好きか

という質問等に対して肯定的な回答をした割合

は平均を下回っている。文部科学省は小学6年

と中学3年の全員を対象に実施した2015年度

全国学力・学習状況調査の結果を公表した。3

年ぶりに実施した理科では、分析や考察が苦手

なほか、学年が上がるにつれ理科を嫌う児童生

徒が増えるなどのこれまでの課題に大きな改善

は見られなかった。長沼の調査によれば、「小学

5年生を境に、学年進行に従い、理科及び科学

への関心が急激に低下し、特に中等教育段階に

おいては国際的に見ても目本の児童生徒の理科

への関心は低いこと」（1）が明らかになっている。

筆者も、児童生徒向けレファレンスサービスに

ついて、国立国会図書館レファレンス協同デー

タベースを用いて分析した結果、学年進行に従

い自然科学系のレファレンス事例の減少を指摘

した（2）。ここでも児童生徒の理科離れが浮き彫

りになった。西岡の「『関心・意欲・態度』と『思

考・判断・表現』は相互に支え合うもの」（3）と

いう論考に基づけば懸念される事態である。

　さて、上記の結果に関して学校図書館はこれ

までどのように対応してきたか、そして今後ど

のようにしていくことが求められるのか。本研

究では学校図書館の資料のひとつである科学読

み物に着目して検討する。その際、戦後日本の

科学教育の担い手の一人である板倉聖宣の仮説

実験授業（教育方法）と科学読み物論に対して

他方で存在する科学読み物論との間の論点をて

がかりに読み解いていく。

　先行研究では、理科教育の研究者と実践者が

科学読み物の活用について論じているものの、

学校図書館との関係性に着目したものは管見の

限りない。横田の論考（4）は、広く図書館員の役

割を論じたもので、学校図書館に限定して教育

方法との関係性には言及していない。そこで、

学校教育（理科）と学校図書館の融合的視点か

ら科学読み物について考察する。

2．「理科離れ」の現状に対する解決施策等

　様々な解決策が講じられている（5）中で、科学

技術・学術政策研究所は、「次世代科学技術人材

育成施策として、平成14年度から13年間にわ

たり実施されているスーパーサイエンスハイス

クール（SSH）事業にっいて取り上げ、まず事

業全体を｛府目敢し、事業の経緯や変遷、SSH指定

校の変化等から、包括的な全体像をエビデンス
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べ一スで示すことを試みた。次にSSH事業の

主要な目的のうち、学習指導要領によらない新

たな教育プログラムの開発、すなわち『研究開

発』という目的と、将来のイノベーション創出

を担う、『科学技術人材育成』という目的の二つ

について、主観的な意識変数による検証と、客

観的な教育達成度指標の一つである理系大学進

学率等を用いた統計的検証を試みた。その結果、

（1）SS且校の理系進学率は全国平均に比べ、2～

3倍程度高い。（2）都市部のSSH校に比べ、地

方のSSH校の国公理系進学率が高い。（3）SS且

事業に関与している教員比率が高いSSH校で

は、理系進学率が高い。（4）学習指導要領によ

らない教科内容を積極的に実施する学校では、

国公理系進学率が低い傾向がある、などが観察

された。」（6）との研究結果から見解を示した。上

記は解決策のうちの理系人材育成に焦点を当て

ており、一方では科学イベント等で科学的興味

を触発し一般的な科学の視点を備えた地球市民

を育てることに重点を置いた言説がある。

　学校図書館は、教育課程の展開に寄与するこ

とが使命であり、両視点で解決策の方法を模索

する必要がある。

3．科学読み物の定義をめぐる論点

　学校図書館において理科分野と親和性の高い

資料のひとつに科学読み物がある。学校教育法

第34条（教科用図書その他の教材の使用）に

は、①小学校においては、文部科学大臣の検定を経た

教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科

用図書を使用しなければならない。としながらも、

②前項の教科用図書以外の図書その他の教材で、有益適

切なものは、これを使用することができる。とされて

おり、教材としての科学読み物の活用が考えら

れる。

　「科学読み物」の定義としては、「狭義には自

然科学や科学技術に関する、主に児童青少年向

けの科学の本・啓蒙書をさすが、広義には、科

学者の伝記、科学小説、そのほかに人文科学や

社会科学系の本も含めて呼ぶこともある。」（7）

とされている。狭義の解釈の根拠を示した代表

的な人物として板倉聖宣（8）が、広義のそれとし

て中川宏（9）があげられる。前者を支持する庄司

和晃（10）・加古里子（11）に対して、後者を支持する

先行研究は多数にのぼり、従って現在まで広義

の解釈が主流となっている。

　司書課程科目「児童サービス論」のテキスト

を総覧すると、いずれもが広義の解釈を容れて

いる。その性質上、学校教育の枠を超えて科学

読み物を奨励し、科学に興味関心を抱かせると

ころに意義を見出す記述が散見された。一方、

司書教諭課程科目のテキストには科学読み物に

っいて触れた箇所が少量であることが確認でき

た。また、教員養成課程の理科教育法等のテキ

ストにも科学読み物活用の記述箇所は少なく、

理科の教育方法と科学読み物の活用の関係を述

べるに至っていない。

4．仮説実験授業と科学読み物

　では学校図書館という文脈で、科学読み物が

どのように理科教育と結びついて児童生徒の科

学的な興味関心を触発し、理科離れ解決の一助

たり得るのだろうか。

　板倉は科学読み物論と並列して、オリジナル

の授業書を用いた「仮説実験授業」という教育

方法を提示し実践していることで知られている

（12）。1963年の科学教育研究協議会の大会で「科

学教育は問題の設定一予想と仮説一討論を伴っ

た実験と読物の両方に基礎をおかなければなら

ない」とした。実験と読み物は二項対立ではな

く二項並列でこそ機能すると唱えた。っまり読

み物だけで知識を獲得することに対する批判や、

実験だけで全ての科学現象を網羅できない限界

を乗り越えた学説とされている。石井英真らは

仮説実験授業について、押しつけを廃する授業

の追求は、真にたのしい授業の追求を意味する
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と評価した。松下も仮説実験授業とピア・イン

ストラクションの共通点と相違点を分析してい

る（13）。ピア・インストラクションとはアクティ

ブラーニングの手法の1つで、近年注目されて

いる。ミクロなカリキュラムマネジメントとの

関係においても今後さらに理科教育で有益な教

育方法として援用される可能性が高い。

　板倉の仮説実験授業についての先行研究は多

数あり、その成果及び基礎理論の国際教育史上

の位置付けを行ったものや、素朴概念と構成主

義を論じたものq4）の中で村瀬の論考（15）は興味

深い。子どもの認識の再構…成の時に読み物が挿

入されることによって理科室での実験を越えた

認識の広がりを可能にさせているのが読み物の

存在だと指摘した。「問題」と「仮説」で開かれ

た科学的認識の再構成を「実験」とともに担い、

知識注入型の系統学習の弱点を克服する一助と

なっていると論じた。ここに実験と科学読み物

を融合した教育方法構築の有効性が示された。

　しかしながら、その科学読み物を選択し活用

するのはあくまでも教員であり、そこに学校図

書館への言及はない。だが、実験を伴う理科学

習において科学読み物を活用する際に系統・体

系的に資料を収集・整理・保存し提供するのは

学校図書館の役割である。理科教育において、

学校図書館担当者は教育方法と資料（科学読み

物）の接点に留意するという点で理科離れ解決

の一役を担うことができると考える。

5．学校図書館担当者養成講座受講生の現状

　さて、教育方法と科学読み物の接点を創出す

る鍵iを握る学校図書館担当者の養成場面に視点

を移すと、上記の役割を担える人材育成ができ

ているだろうか。まず司書教諭予定者の科学読

み物に対する認識を抽出するために2016年7

月21日に、筆者が担当する司書教諭課程講座

「読書と豊かな人間性」の受講生39名に調査

（アンケート）を実施した。分析結果は以下のとおり

である。

①これまで読んだ科学読み物（自由記述）

避礎嬉
～　
へ

づ避ダ

②上記の科学読み物と出会った経緯は、「総合学

習・自由研究等で必要」が9名、「家族・友人の

奨め」が15名、「先生の奨め」が5名であった。

③実験を伴う理科の授業で教員から科学読み物を

紹介された経験のある人は1名であった。

④理科の授業と関連して科学読み物活用を提案す

る際に不安を感じる人は35名であった。

　受講生は科学読み物に関して広義の解釈に立

ち、活用に不安を感じ、実験を伴う理科教育方

法との関係性に着目していないことがわかった。

勿論、理科教員が科学読み物に精通している場

合が考えられるが、個人差が伴い教育の公平性

という観点では限界がある。司書教諭と学校司

書がカリキュラムに則して教育方法を認識した

上で系統的に資料収集提供を行うことが児童生

徒に対する公平な学力保障に結びつくと言える。

　以上から、まず教員養成機関において実験を

伴う理科教育法の講義内容の中に学校図書館機

能と結びつけた視点の導入を前提として、学校

司書が理科の教育法における科学読み物の有益

性を認識した上で系統的に収集・整理・保存し、

理系出身の司書教諭が教員との架橋となって共

に活用をはかれる力を養成することが重要であ

る。学校司書養成機関は理系人材育成も含め幅

広い分野からのサブジェクトスクールライブラ

リアン育成を意識し、相互間の情報交流も視野

に入れ、さらなる教育の展開に寄与することが

求められる。
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6．初等から中等教育への移行と科学読み物

　一方、石川らは実験後の興味の減少は教員と

児童生徒の間の意識のずれが起因していると解

いた（16）が、そのずれを埋める手立てについて科

学読み物に着目していない。また、先述のSSH

校である京都市立堀川高等学校等における松田

らの調査・分析（17）では理系の探究学習において

実験と並行して学校図書館が科学読み物の提供

を行ったという報告はない。

　初等から中等教育に移行する中で実験と科学

読み物といってもその内実に共通と相違が存在

することが考えられる。学年を経るごとに理科

離れが深刻になるということは両者の関係の変

化に着目する必要がある。つまり初等教育では

実験と科学読み物の直接的な結びっきが児童の

興味関心を誘発し易いが、中等教育では学習の

中身がより複雑になり実験を越えた認識の広が

りを構成できる科学読み物を活用しきれず、生

徒の興味関心を引き出しにくくなっているので

はないかと考えられる。今後の課題である。

7．おわりに

　日本の児童生徒の「理科離れ」現象から、学

校図書館における「科学読み物」の意義と課題

を検討した。その結果、学校図書館を介した科

学読み物が実験を伴う理科の教育方法と結びっ

いて児童生徒の興味関心を触発し理解を促すこ

とによって「理科離れ」解決の一助となり得る

ことを示した。一方でそれに携わる教員と学校

図書館担当者双方の養成から実践における課題

を確認した。引き続き初等から中等教育へ実験

と科学読み物の関係を追いたい。
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横浜市学校司書配置政策の形成過程

　　　　　　　　木内公一郎

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科
　　　　　kinai＠uedawjc．　ac．　jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　この研究では，横浜市の学校司書配置政策について，形成過程を明らかにする。研究には政策ネットワ

ー クという概念モデルを用いて構造を分析した。分析の結果、市長，市教委，市会議員，市民団体，文科省

が「イシュー・ネットワーク」を形成していたと思われる。政策形成のきっかけは市民との対話を重視

する市長の姿勢である。結果としてアクター間のコミュニケーションが活発化する。そして文科省の政

策を考慮した市教委が学校司書の全校配置を決定した。

1．はじめに～問題意識

　2014年に学校図書館法が改正され，学校司書

は法制化された。これを受け，文部科学省（以下，

文科省）では「学校図書館の整備充実に関する

調査研究協力者会議」及び「学校司書の資格・

養成等に関する作業部会」が開催され，学校図書

館のあり方，学校図書館職員に関する議論が現

在，進行中である。

　一方，地方自治体には学校図書館法によって，

学校の設置者として学校図書館の設置義務が課

せられ，その整備充実が常に求められている。特

に地方分権改革によって，2001年3月に成立し

た「地方交付税法等の一部を改正する法律」に

伴って学校図書館法13条，学校図書館法施行令

が廃止された。これによって国の費用負担を定

めた法律的な根拠がなくなり，地方交付税交付

金による財政措置に変わった。自治体の学校図

書館整備に関する意欲と自主性が問われている

状況にあると言えるであろう。

　この研究の目的は，横浜市の学校司書配置政

策（2013年～2016年）について形成過程を明ら

かにすることである。分析には政策ネットワー

クという概念モデルを用いる。これは政策形成

過程において様々なアクターがネットワークを

形成し，相互作用しているという視点から，立案，

審議，決定の過程と構造を考察しようとするも

のである。

2先行研究

　学校司書配置に関する研究としては塩見が

1980年代から1990年代の運動を概説して次の

ようにまとめている。

一．学校司書自身による教育活動としての実践

と公表，交流，周知の広がりである。西宮市，神奈

川県，岡山市を例に挙げて，学校図書館像の共有

が進んだこと。

　二．学校図書館を考える会

　一の動きを学んだ市民や子ども文庫や図書館

づくり運動の経験者が人のいる学校図書館に目

を向けるようになった。

　三．90年代のゆとり教育，総合学習の導入な

ど教育改革の動きもあって「自ら学び，自ら考え

る」学びの強調が学校図書館の整備充実への機

運を高めることになった，と述べている。

　一方で，渡辺は市教育委員会における学校図

書館の整備要因を明らかにすることを目的とし

て学校図書館整備の3条件（蔵書のデータベー

ス化，学校司書の配置，学校間の相互貸借）を満

たす4市の研究を行っている。①教委が学校図

書館を重視する教育観をもち，学校図書館活用

の方針を示している。②教諭から校長や教育長

になった推進者が積極的に活動して教育行政に

関わり，意欲ある指導主事が取り組みを継続し

ている。③教委内外の柔軟な連携。④市内外に

向けて成果を発表し評価を得ている，という要

因を明らかにしている。

　このように学校図書館の政策の決定主体は教

育委員会であり，学校図書館を重視する意欲の

ある教育長や指導主事が担っている。

　学校司書の配置に関しては人件費の予算措置

が伴うので，首長，議会の承認を得なければなら

ない。また塩見が述べているように「学校図書

館を考える会」をはじめとする市民団体の影響
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を考慮してみたい。さらに文科省が推進する学

校図書館政策と関連法令はどの程度影響してい

るのか。以上を踏まえて，政策形成の過程と構造

を明らかにする。なお，「学校司書配置政策」は，

学校司書の採用，待遇職務研修，配置のあり方

を含む，地方自治体の教育政策の一部であると

定義をする。

3．研究の枠組み

このように複数のアクターが相互に影響しあ

い，政策が立案，審議，決定，実施されていく場合

にはその構造を把握するための概念が必要にな

る。それが「政策ネットワーク」である。

　政策ネットワークについては複数の種類が存

在するが，本研究ではRhodes＆Marshが提唱す

る類型論をもとに調査研究を行う。

表1Rhodes＆Marshの政策ネットワーク類型論

次元 政策共同体 イシュー・ネットワー
ク

1．メンバ 極めて限定的。 多数

一シツプ いくっかのグ

（a）参加 ループが意識

者数 的に排除され

ている。
■　■　一　■　■　一　●　，　一　■　，　一　．　■　一　．　，　一　圏　o　－　　－　o 一　，　■　一　●　，　一　，　一　一　■　，　一　騨　，　一　一　．　一　．　　　　　　　　o

oo■oo曾o－．．一騨，一甲（b）利益 経済的利益，専 影響を受ける利害を幅

の種類 門家の利益が 広く包含している。

支配している

2．統合 政策課題の関 接触の頻度と強度は流

（a）相互作 わる全問題に 動的。

用の頻度 ついて，全グル

一プが頻繁で

高度な相互作

用が続く

（b）継続
■圏一凹一一，一一■■一，一一一●一，■一騨■－P．一圏幽一〇■一，．一，一一．，　●，一，■

　　　　　　メンバーシッ
，甲一，．…画即…oo一蟹一一一．一，■一一．一■．一，騨辱．■一．冒一一

アクセスは非常に流動

性 プ，価値，アウ 的

トカム（政策の

効果）が長期的
　　　　に持続＿　．　■　一　圏　■　一　■　●　一　■　■　一　　一　●　一　一　■　一　■　■　一　■　匿　一　，　”　一　■　匿　一　昌　噛

一●一一●■一一，一，■一■●一■，一●7一，一一騨，一印曹一曽．一．讐一・一一■一一，，．…一，一．，

　（c）合意 全参加者が基 合意の基準は存在する

本的価値を共 が，対立や葛藤が恒常

有し，アウトカ 的に存在している。

ムの正当性を

受け入れる。

3．資源 全参加者が資源 複数の参加者が資源を
（a）資源配 を保有。基本的 保有する可能性もある

分（ネット な関係は交換関 が，限定的。基本的関係

ワーク内） 係 は協議をしながら配分
する。

昌　一　一　〇　■　－　o　墨　一　．　■　一　一　，　一　一　．　一　●　．　一　．　，　一　，　圏　一　■　圏　一　．　．　一　■　一　一　一■　，　一　，　■　　　　　●　”　　　　　　　　　　　　o　　　　　　　　　　　　　o

　（b）資源配 ヒエラルキーの 多様かっ可変的な配分

分（参加組 形。リーダーが とメンバーを規制する

織内） メンバーを統制 能力

する。

4．権力 メンバー間の権 不均衡な権力。不均衡

力は均衡。一っ な資源とアクセスを反

のグループが支 映している。ゼロサム

配的になるおそ ゲーム

れもあるもの

の，共同体の持

続性を保とうと

すれば，プラス

サムゲームであ

ることが必要

「政策共同体」は，ネットワークとしては閉鎖性

が強く，アクターが固定している傾向を示して

いる。また政策についても安定や継続性が見ら

れる。一方，「イシュー・ネットワーク」はアク

ター数が多く，開放性が高い。アクターの参加は

様々な利益を包含している。そのため対立が

生まれることもある。

4．研究方法

　横浜市会会議録，横浜市教育委員会（以下，市

教委）の資料（行政開示文書も含む），新聞・雑

誌記事，市民団体の会報等の文献調査を行う。そ

してRhodes＆Marshの類型論に基づいて，アク

ターの特定，相互作用の頻度や継続1生，影響関係

を明らかにする。

5．横浜市の学校司書配置政策について

　2013年度から2016年度の4年計画で市内小

中学校，特別支援学校499校に学校司書を専任

で配置した。業務内容は司書教諭の補佐，学校図

書館の蔵書管理，環境整備，本の貸出，レファレ

ンス，授業への参画，情報発信等，ボランティ

ア・図書委員会との連携他機関との連携等であ

る。研修については学校司書だけでなく，配置学

校の管理職，司書教諭，学校図書館担当教員への

啓発的研修を実施していること，市教委職員に

よる訪問指導などを実施して，学校司書が学校

教育の一員として役割を果たすことできるよう

に環境を整備していることが特徴的である。

6．政策ネットワークに参加しているアクターの

特定

「参加」の基準は政策形成過程への「積極的活

動」および「意図的」な介入と活動と設定する。

6－1市教委
　規模としては市立学校509校，在学者271，583

人，教職員18．179人（2016年度）を擁している。

事務局4部のほか，4地域の方面別の教育事務所

を設置し，地域の実情に応じた指導体制をとっ

ている。平成27年度点検・評価報告書によれば，

教育委員会の開催頻度も多く，活発な議論が行

われている。

6－2市民団体
　学校図書館を考える会・横浜は1994年に学校
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司書の配置を求めることを主目的として発足し

ている。その他は地域の学校や地域図書館を活

動の基盤としている有志の団体である。市教委，

市会議員，市長に対して一貫して，学校司書配置

を訴えている。

表2　市民団体
団体名 活動目的

学校図書館を考える会・横浜 学校司書の配

置を求める中

心的な団体

横浜市立丸山台中学校図書館ボランテ

ィア

学校図書館支

援活動

市立中川西小学校「学校図書館」友の

会

学校図書館支

援活動

北部子ども読書コーディネーター 学校図書館支

援

いそこ図書館サポーターズクラブ 地域図書館の

支援活動

っづき図書館ファン倶楽部 地域図書館の

支援活動

6－3市長
　現市長の林文子氏は2009年に民主党，地域政

党「ネットワーク横浜」の推薦で出馬し，当選し

た。民間企業の役員経験をもつ。公約は「市民

のくらし」，「財政再建」など5項目あげ，特に

保育所の待機児童をゼロ目指し，実際に実現し

た。リーダーシップについては市民，職員，市会

議員との信頼と対話を重視している。地方分権

時代における自治について強い関心を持ち，18

行政区への権限移譲を行っている。

7．政策実現の過程

7－1林市長と市民団体の面会

　2010～2012年にかけて，のべ計6回にわたる

面会では「学校司書配置」を市民団体が訴える。

これに対して市長は「学校司書の配置について

は市政全体とのバランスを考え，市教委とも協

議しながら考える」と述べる。（2012．1．30）

7－2市民団体から市教委，市会子ども・青少年教

育委員会委員へのアピール

　2012年，「学校図書館を考える会・横浜」を

中心に「横浜の学校図書館を考えるつどい」を

市内4ヶ所計4回開催する。そのたびに市教委，

市会議員へ学校司書配置を求めるアピール文を

届け，面会を行う。

7－3市会議員から市教委への質問

　表3のとおり2011～2013年にかけて，市会の

定例会，子ども・青少年教育委員会において学校

司書配置を求める質問が行われている。

7－4市長と市教委とのコミュニケーション

　市会会議録によると，市長と市教委（教育長）

との間には定期的な会合があり，ティーミーテ

イングの様子や市民団体の要望については，市

長から市教委へ伝達されている。

表3市会における質疑

議員名 所属政党 質問回数

A 公明党 6回
B 共産党 1回
C 自民党 1回
D 自民党 1回
E 自民党 1回
F 公明党 1回

7－5市教委における政策決定

　2012年9．月11日の市会定例会において教育

長が「学校司書の配置について予算編成のなか

で考えていきたい」と答弁しており，来年度予算

編成に向けて具体的な検討を始めている。

　その中心は事務局指導部指導企画課である。

「学校司書配置における事業方針の決定につい

て」（2013．3）という文書によると2013年度から

4年計画で学校司書を全校配置し，4名の学校図

書館指導スタッフを配置するとある。採用方針

については司書資格，学校図書館ボランティア

経験を重視している。

この文書には19の政令市と神奈川県内10市の

学校司書配置状況表（学校数，勤務日数および時

間，報酬，資格要件）が添イ寸されている。事業方

針決定にあたり，他の自治体を詳細に研究した

と思われる。

　その後決定した「学校司書就業要綱」（201

3．4）では資格要件には司書資格は消え，「20歳

以上」「横浜市の教育を理解し，学校図書館を活

用した教育に意欲のある者」「学校教育に携わる

のに適した者」という表現に変わっている。

　司書資格については2013年3月の予算第一特

別委員会において，資格要件に司書資格を入れ

ることを求める議員と教育長の問で論戦があっ

たが，就業要綱の変更はなかった。

7－6市教委と文科省の関係

　文科省は第4次学校図書館整備計画のなかで

学校司書の配置を各自治体に奨励している。市

会議事録によれば，文科省の学校図書館整備の

地方財政措置に関する説明会に担当職員が出席

していることを教育長が認めている。（2012年

2月16日こども青少年・教育委員会）

　両者の関係は文科省主催の講演会に横浜市教

育委員が講師として招聰されたり，文科省編集

の雑誌に横浜市の事例が取り上げられたりして

おり，交流，コミュニケーションは活発である。
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8考察とまとめ～学校司書配置政策に関する政

策ネットワーク

　図1は学校司書配置に関わったアクターの関

係を表現している。メンバーシップ，統合の面か

らは「イシュー・ネットワーク」に近似してい

ると考える。政策形成過程については，

図1　学校司書配置に関する政策ネットワーク

　　　
鍛、 要請

雛：翼雛　欝

灘灘灘難1
奨励

要請 要請

麟鑛

一
要請

市長の交代直後から市民団体の動きは活発化し

ており，対話を重視する市長の姿勢が影響し

ていると思われる。

表4政策形成過程

｛

n 毛　　　　　二　　　　　n

　，己　　r
市教委軽　　《、、

・市．

長
補民団捧・　　γ　　ゾ 寮会　　　‘ 文秤

省。、

2010 林 市長と面会

（平 文

成2 子

2）

2011 横浜市 林 市長と面会 学校司書
（平 子ども 文 配置を求

成2 読書活 子 める質問

3） 動推進 が相次ぐ

計画（第

二次）

2012 林 ・ 市長と面会 定例会 第4次
（平 文 ・ 「横浜の （9月） 学校図

成2 子 学校図書館 教育長 書館整
4） を考えるつ 具体的 備計画

どい」 検討を 開始

示唆 （～

2016

年度）

2013 学校司 林
　

予算第一

（平 書事業 文 特別委員

成2 方針決 子 会（3月）

5） 定， 学校司書

就業要 の採用資

綱の制 格に関す

定
る質問

2014 林 学校図
（平 文 書館法

成2 子 改正
6）

　そして，実際に政策内容を決定したのは市教

委である。市長との具体的な協議内容は不明で

あるが，市教委が市民団体や市会議員の提案を

検討し，事務局内で調査研究の上，立案したもの

と考えられる。また検討を開始した2012年は第

4次学校図書館整備計画の初年度であり，文科

省の奨励政策も影響しているものと見られる。

9．おわりに～今後の課題

　アクターに対するインタビュー調査を実施し，

ネットワーク構造の精緻化，アクターが保有す

る資源や権力関係について明らかにしていきた

い。
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近年の学校図書館に関する研究と教育の動向

～エビデンスに基づく定量的分析～

　　　　平久江祐司†

　　　†筑波大学
hirakue＠slis．tsukubaac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　本研究の目的は，1990年代以降の学校図書館に関する研究と教育の特徴と傾向を定量的

な分析により明らかにすることである。研究方法としては，（1）ciNiiを使い1992～2015

年の図書館関係9誌に掲載された文献2，835本のデータと（2）『日本の図書館情報学教育』

（1995年，2000年，2005年）に掲載された学校図書館司書教諭科目の担当者1，271人の

データをSPSSやKH　Coderなどのソフトウェアを使い，定量的な分析と考察を行った。

1．はじめに

　1990年代以降主体的な学習の導入や教育の

情報化の進展により，学校図書館の役割が重視

されるようになり，学校図書館の整備充実が進

められてきた。こうした中で，学校図書館の学

習における利活用や高度化がよりいっそう求め

られており，学校図書館に関する研究の成果や

専門的な知見の蓄積が必要かつ重要になってい

る。しかし，学校図書館研究の現状に対する実

証的な研究はこれまで十分に行われていない。

そこで，本研究では，1990年代以降の学校図書

館に関する研究と教育の特徴と傾向を定量的な

分析により明らかにすることを目的とする。

　本研究の方法には，（1）学校図書館に関する雑

誌論文・記事の分析，（2）学校図書館司書課程の

講義担当者の分析の2つのアプローチを用いる。

（1）については，CiM　I）の1992～2015年の図

書館関係主要雑誌21誌に掲載された論文・記

事著者，掲載誌，刊行年，頁のデータを抽出し，

独自に掲載頁数や記載宇数を算出し，その中で

論文・記事の掲載の多い9誌（専門誌3誌，学

術誌6誌）を対象に，その特徴や傾向を分析し

た。（2）にっいては，『日本の図書館情報学教育』

（JLA，1995，2000，2005）9の3冊に掲載

された学校図書館司書教諭科目の担当者の氏名，

担当校，所属，職位に関するデータを抽出し，

司書教諭課程科目の実施状況を分析した。

2．研究動向の分析

　（1）分析方法

　2016年8月データベースCiNtiから『図書

館年鑑皿（2014年）の「図書館関係主要雑誌目

次一覧2013」に掲載された18誌と学校図書館

に関連する掲載の多いと思われる『学校図書館

学研究』，『情報メディア研究』，『同志社大学図

書館学会年報』の3誌を加えた21誌を選択し，

「フリーワード」に「学校図書館」と「刊行物

名」に雑誌名，「出版年」に1992年から2015

年を入れ5，933件を抽出し，Excelデータに変

換した。抽出データの項目は，出版年，著者名，

論文名，雑誌名，ISSN，出版社名，出版日付，

巻号，頁である。これらに1頁当たりの文字

数を実測して，それに文献の頁数を乗じて文献

文字数を算出し，項目に加えた。そして，デー

タクリーニングを行い，重複や無著者名文献等

を削除した29，00件の文献データを得た。分析

には，21誌の中の学校図書館関連文献の掲載数

の多い学術誌6誌，専門誌3誌の計9誌2，835

件のデータを用いることとした。なお，学術誌，

専門誌の区分は執筆要綱を参照し判断した。

（2）調査結果の分析

　文献の出版年別の変化を見てみると，表．1の

ようになる。専門誌3誌の文献総数は，2，436

件（85．9％）で，学術誌6誌の文献総数は399

件（14．9％）であり，専門誌の文献がデータの大半

を占めている。また文献数の変化の動向をみる

と，　1992年以降学校図書館に関する文献の数は
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全体的に増加傾向にある。特に，学術誌におい

ては，2000・03年期以降文献数の増加が顕著に

見られる。これは，2001年「子ども読書活動の

推進に関する法律」制定や2005年「文字・活

字文化振興法」制定から2014年「学校図書館

法」改正へと続く，学校図書館を取巻く環境の

変化と軌を一にするものであるといえる。

表．1文献の年代別掲載数

年代 専門誌 学術誌 合計

1992－95 422 21 443

1996－99 340 42 382

2000－03 355 75 430

2004－07 407 78 485

2008－11 440 89 529

2012－15 472 94 566

合計
つ
4
3
6
▲
冒
， 399 2，835

　次に，9誌に掲載された文献の特徴を形式的

な視点からまとめたものが表2である。専門誌

（①学校図書館，②図書館雑誌，③みんなの図

書館）と学術誌（④現代の図書館，⑤学校図書

館学研究，⑥盾報の科学と技術，⑦図書館学，

⑧図書館界，⑨日本図書館清報学会誌（図書館

学会年報を含む））を比べると，「平均頁数」や

「平均文字数」において顕著な差が見られる。

しかし，「生産性」（一人当りの文献数）と「複

著作率」（総著者に占める複数文献掲載著者数）

には顕著な差は見られず，全体的に低い数値を

示している。しかし，「最多文献」数において専

門誌と学術誌に顕著な差が見られる。つまり，

専門誌には多数の文献を掲載する著者がおり，

これらの著者は，各誌でオピニオンリーダー的

な役割を果たしていると考えられる。

　さらに，9誌の文献の特徴を内容的な側面か

ら検討するために，9誌の2，835文献のタイト

ルを計量テキスト分析用フリーソフトウェアの

KH　Coderを用いて分析した。

　複合語（隣接して出現する名詞の組台せ）の

抽出機能を用いてタイトルデータを分析すると，

2，752語の複合語が抽出され，1語の平均出現

回数は3回であった。したがって，文献のタイ

トルには多様な用語が使われていることがわか

る。これらの複合語の中から，学校図書館で活

動する主体となる人や機関とそれらの活動内容

という2っの観点から重要と思われるキーワー

ド各15語を設定し，出現回数をまとめると表．3

のようになった。これらの語の相対的な順位か

ら研究の傾向を分析する。

　活動主体では，上位には司書教諭（396）や

学校司書（159）などの図書館担当者が多く，

校種では小学校（126）が最も多い。中位には

公共図書館（48）や支援センター（32）などの

学校図書館と連i携協力を行う機関も一定程度見

られる。下位には校長（13）の管理職や教育委

員会（9），指導主事（2）などの教育行政や特別支

表2　9誌の学校図書館関連文献

［総著者数［総文献数1雑誌番号　　　　　　　　　　　　平均頁数　　　　　　　　　　　　生産性　1複著作率［平均字数1最多文献i

①学校図 1，361 2，156 4．09 7，043 27 1．58 0．20

②図書雑 119 163 2．53 4，794 14 1．37 0．15

③みんな 83 117 6．36 7，058 14 1．41 0．14

1合計／平均 1，563　　24361 4．33 6，298 1a3311．菊 0．16

④現代図 49 62 6．31 11，654 5 1．27 0．10

⑤学図研 88 135 9．85 21，753 9 1．53 0．31

⑥情科技 10 10 6．30 15，322 1 1．00 0．00

⑦図館学 13 15 7．13 14，438 2 1．15 0．15

⑧図館界 102 142 5．21 10，548 5 1．39 0．21

⑨日図情 23 35 14．97 28，326 5 1．52 0．22

1 12合計／平均　　　285　　　399　1　8．30　　　杁007　14．50　1　1．31　1α171
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援学校（12）の語が見られるが，その出現回数

は少なく関心はやや薄いといえる。

　「活動内容」については，上位には読書感想

文（142）や読書活動（102）などの読書に関する

内容が多い。また，計画（141），研修（69）な

どの経営に関する内容も見られる。中位には調

べ学習（62），レファレンス（45），読書指導など

授業に関する内容が見られる。下位には情報活

用能力（31），ネットワーク（30）などの情報に関

するものが見られる。活動内容に明確な特徴を

見出すのは難しいが，わずかではあるが，読書，

経営，学習，情報という順で研究内容への関心

の高さの傾向が示唆される。

表．3活動主体と活動内容のキーワード数

順

位
活動主体

回

数
活動内容

回

数

1 司書教諭 396 読書感想文 142

2 学校司書 159 計画 141

3 小学校 126 読書活動 102

4 中学校 100 学校図書館法 78

5 高等学校 99 研修 69

9 児童・生徒 93 調べ学習 62

6 図書委員 51 レファレンス 45

7 ボランティア 48 読書指導 45

8 公共図書館 48 行事 42

10 支援センター 32 図書館経営 35

11 教員 25 図書館資料 34

12 校長 13 情報活用能力 31

13 特別支援学校 12 ネットワーク 30

14 教育委員会 9 利用指導 24

15 指導主事 2 学習支援 8

3．教育動向の分析

（1）分析方法

　『日本の図書館情報学教育』3冊（1995年版，

2000版，2005年版）の「図書館1青報学開講大

学一覧」と　「図書館情報学教育担当者名簿」か

ら，司書教諭科目担当者の氏名，本務機関，職

位（親受・助教授・専任講師），担当校（大学・

短期大学・通信課程），勤務形態（常勤・非常勤），

担当科目をテキストデータ化し抽出した。なお，

分析にはソフトウェアspssを用いた。

（2）調査結果の分析

　抽出したデータ数をまとめたものが表．4であ

る。「開設校」（通信課程は同一大学の開設であ

っても別カウント）は，1995年版では174校

であるが，2000年版では141校と減少し，2005

年版で201校と再び増加している。これは1995

年版から2000年版の間に7科目8単位の旧司

書教諭科目　（1単位科目6科目，2単位科目1

科目）から5科目10単位の現司書教諭科目（全

科目2単位）へと切り替えがあったためと思わ

れる。

表．4　司書教諭課程の実施状況

項　目 1995年 2000年 2005年 合計

開設校 174 141 201 516

講座数 514 453 707 1，674

担当者 376 359 536 1，271

科目数 1，279 730 1，098 3，107

　担当者一人当たりの「講座数」（担当する学校

数）は，1995年版で1．36講座（校），2000年

版1．26講座，2005年版で1．32講座となってお

り，一人が担当する講座数はいずれも2未満で

ある。講座数と担当者の属性をまとめると表．5

のようになる。なお，表中の「無所属・不明」

の数は，『日本の図書館清報教育』に所属や職位

等が無記載の者の数である。

　表5．1の講座の担当者の職種にっいては，「大

学教員」の占める割合が，1995年版201人

（39．1％），2000年版273人（60．3％），2005

年版430人（60．8％）となっており，前司書教

諭課程の1995年版に比べ，現司書教諭課程の

2000年版と2005年版では，大学教員の占める

割合が2割程度増えている。

表．5．1担当者の属性（職種）

職種 1995 2000 2005

大学教員 201 273 430

他の教職員 92 55 61

無所属・不明 51 9 22

合計 514 45317・7
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　また，講座の担当者の勤務形態についてまと

めたのが表．5．2である。「常勤講師」（本務校勤

務）は，1995年版167人（32．5％），2000年版

197人（43．5％），2005年版230人（32．5％）となっ

ている。前司書教諭課程から現司書教諭課程に

切り替わった直後の2000年版に常勤講師の割

合が，その前後の1995年版や2005年版より

10％程度高くなっている。いずれにしても全体

的に非常勤講師への依存がかなり高いといえる。

表．52　担当者の属性（勤務形態）

職位 1995 2000 2005

常勤 167 197 230

非常勤 347 256 477

合計 514 453 707

　担当者の担当科目数の状況をまとめると表．6

のようになる。なお，同一学校で1科目を複数

で担当する場合は，別々にカウントしている。

　担当者一人当たりの科目数は，1995年版で

3．40科目，2000年版で2．03科目，2005年版

2．05科目となっている。また，1から2科目の

担当者が1995年版201人（53．5％），2000年版

273人（76．0％），2005年版430人（80．2％）となっ

ており，いずれにおいても1，2科目を担当す

る担当者の占める割合が最も多くなっている。

ただ，最大科目数を見ると，1995年版19科目，

2000年版13科目，2005年版17科目となって

おり，少数ながら非常に多くの科目を担当して

いる担当者が存在していることがわかる。

表．6担当者の担当科目数

担当科目数 1995 2000 2005

1から2科目 201 273 430

3から4科目 92 55 61

5から6科目 32 22 23

7科目以上 51 9 22

最大科目数 19 13 17

担当者数 376 359 536

総科目数 1，279 730 1，098

　4．まとめ

　1992年から2015年の学校図書館に関する文

献の掲載が多い図書館関係の専門誌3誌と学術

誌6誌の学校図書館関連文献の分析から，学校

図書館に関する文献は，専門誌に掲載されたも

のが全体の86％を占めており，学校図書館に関

する主要な情報源となっていることがわかる。

これらの文献の著者については，生産性は平均

1．36，複著作率も平均0．16で，全体の研究力は

必ずしも高いとはいえないであろう。しかし，

専門誌には，少数の生産性の高い著者がおり，

これらが各専門誌のオピニオンリーダー的な役

割を果たしていると考えられる。また，2，835

件の文献タイトルの分析から，タイトルには

様々な用語が使われ関心領域は多様であるが，

活動主体については司書教諭や小学校への関心

が高く，校長，教育委員会，特別支援学校など

への関心はやや低かった。また活動内容につい

ては，わずかではあるが関心の高さに読書，経

営，学習，情報という順序の傾向が見られた。

　司書教諭科目の実施状況については，全体で

開設校516校，1，674講座，担当者1，271人，

3，107科目を対象に分析した。これらの分析か

ら，司書教諭課程科目の改訂後に大学教員の担

当率が2割程度高まったこと，その一方で講座

の非常勤講師への依存が全体的に高く，2005

年版では約7割弱を占めていたこと，さらに担

当科目数では概ね1科目から2科目の担当者が

大半を占めているが，一部の担当者は年間10

科目を大きく越える科目数を担当していること

などの特徴が明らかになった。

　なお，研究と教育の関係については，1995

年版，2000年版，2005年版の担当科目上位5

名（13．8科目，生産性1．8，複著作率0．53）を

分析したが，誌面の都合で記述はできなかった。

注・引用文献

1）CiNii．　http：〃http：〃ci．ni．ac．jp／ja，（参照

　2016－08・08）

2）　日本図書館協会図書館学教育部会編『日本

　　の図書館情報学教育1995』日本図書館協会，

　　1995，239p．；同編『日本の図書館情報学

　教育　2000』日本図書館協会，2000，27gp．；

　　同編『日本の図書館盾報学教育　2005』日

　本図書館協会，2005，345p．
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探究学習における学校図書館の活用と学校司書の役割

高浪雅洋†

†東京大学
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　本稿の目的は，探究学習における学校図書館の活用と学校司書の役割について現状
を明らかにすることにある。高等学校を研究対象とし，文献研究と事例研究を行った。

結果，徐々に探究学習の実践の場に司書教諭や学校司書が関わるようになってきてい
るとともに，図書館における情報探索やコンピュータ等その他のメディアを用いた情
報検索を行うことが肝要であることが示唆された一方，教員も生徒も探究学習におい
て学校図書館が有用であることを認識してはいるが，実際には効果的に活用されてい
ない可能性があるということが明らかになった。

1．はじめに

1．1．研究の背景

　「探究的な学習」においては，さまざまな情

報やメディアを活用した実践が行われているが，

情報が日常生活や社会に与える影響を考えたり

するなどの学習活動におけるICTを活用した

「情報活用能力の育成」の場面では，総合的な

学習の時間において活用されるべきとされてい

る学校図書館があまり意識されていない傾向が

続いている。先行研究を概観すると，「情報活用

能力の育成」は，「探究的な学習」に比べ，時代

の変化や情報技術の進歩に伴い，その意味する

事柄が一定せず，用語の定義が曖昧な状態が長

く続いていることや，「情報活用能力の育成」の

場面において，実際にどのように学校図書館を

活用したら良いかが分からないため実践事例が

少なく，改訂された学習指導要領にも，学校図

書館の活用に関して具体的な活用方法等が明示

されていないことが，その理由として考えられ

る。

　2015年度より，新学習指導要領1）のもとでの

授業が高等学校の全学年において展開されてい

る。理数強化のカリキュラムの中でも，言語に

よるコミュニケーションカの強化が掲げられ，

総合的な学習の時間における探究的な学習の取

り組みを考えることや，教科の学習においても

探究的な活動を取り扱うことが求められている。

学習指導要領が変化してきた中，カリキュラム

における探究的な学習が果たす役割について，

まずはその現状を把握する必要があると言え，

本研究では高等学校を対象に研究を進めること

とした。

1．2．研究目的

　本研究では，「情報活用能力の育成」が一っの

プロセスとして存在していると考えられる「探

究的な学習」を研究対象とし，「課題の設定」「調

査（情報の収集）」「整理・分析」「まとめ・表現」

という学習過程をもっ「探究的な学習」の学校

教育における実践実態はどうなっているのか，

また総合的な学習の時間をはじめとした学校教

育における探究的な学習では，学校図書館がい

かに活用され，その現場を担う学校司書はいか

に役割を果たしているのかについて明らかにす

ることを目的とした。

　なお，文部科学省は学習指導要領1）において

「探究的な学習」を，「『課題の設定』『情報の収

集』『整理・分析』『まとめ・表現』の探究の過

程を，何度も繰り返しスパイラルに高めながら

課題の解決に向かう活動を通した学習」と定義

している。しかし，すべての実践がこの「探究

的な学習」の項目のみに則って行われていると

は言い切れないため，教育学事典等で見られる

「探究学習」や，ブリタニカ国際大百科事典等

で見られる「問題解決学習」のように，“一連の

探究活動のプロセスが含まれる学習”と同様に

捉え，本研究においてはこれらすべてを「探究
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学習」と総称し，この言葉を用いることとした。

2．研究方法

2．1．研究の概観

　本研究は，概ね二つの部分に分かれる。前半

部分では，実践報告にあらわれる高等学校にお

ける探究学習の実践内容を調査し，その実相を

整理した（文献研究）。後半部分では，フィール

ドワークを行い，観察，アンケート，インタビ

ュー調査の手法を用いて，事例における探究学

習の実践を調査，考察した（事例研究）。本稿に

おいては，文献研究および事例研究を通して明

らかになった事柄のうち，学校図書館および学

校司書に関わるものを中心に，その研究内容と

成果を記述する。

2．2．文献研究

　探究学習の実践報告は多様な文献に報告され

ているため，図書と雑誌の両方を対象に実践報

告を調べ，それらより記述を抽出し，これまで

学校教育における探究学習はどのように実践さ

れてきたかを把握することにした。本研究にお

ける先行研究のうち，小・中・高等学校におけ

る探究学習の実践報告にあたるものは，100文

献であった。なお，ここで実践の内容が探究学

習であるかどうかの判断は，文献中に「探究」

という言葉が登場するかどうかという観点で判

断した。2っ以上の文献で，同一内容の実践が

記されているものは，1つに限定した。また，

教材開発・授業開発にとどまり，実践に至って

いないものは，外した。

　以上の手続きを経て，実践報告のうち高等学

校の実践報告は21文献が該当した。21文献の

実践報告から記述を抽出する際に，⑦年（実践

が報告された年），②学年，③教科・科目・教

科外活動，④担当者，⑤学校図書館の活用，⑤

探究学習を通して身に付けたい九⑦探究学習

を示す言葉，⑧探究学習の実践の教育的意義に

関する言及，⑨探究学習の定義に関する言及の

9つの項目に分けて抽出した。抽出した記述を

項目ごとにまとめるとともに，これまで高等学

校における探究学習はどのように実践されてき

たかについて考察を行った。

2．3．事例研究

事例研究の対象にしたA市立B高等学校を調

査するにあたって，フィールドワークを行った。

フィールドワークにおいては，2015年に計4

回訪問し，特別授業の観察（予備調査），生徒へ

のアンケート，授業の観察，教諭および学校司

書（実習助手）へのインタビューを行った。

　アンケートは，第2学年2クラス合計84名

の生徒を調査対象とし，2015年11月17日に

実施，83名の生徒から回答が得られた。調査項

目は，⑦属性，②「総合的な学習の時間」にお

ける探究活動に対する考え，③各教科における

探究活動に対する考え，④学校における探究活

動全般に対する考えの4つの項目で構成し，全

18問の質問を設定した。そこから得られた回答

結果を集計し，考察を行った。

　インタビューは，B高等学校の「総合的な学

習の時間」に相当する授業（以下，探究科（仮）

とする。）担当教諭および学校図書館担当職員で

ある学校司書（実習助手）を調査対象とし，2015

年11月19日に実施した。事前に質問のカテゴ

リーを定め，インタビュイーの回答によってさ

らに詳細や関連する事柄を尋ねていくような形

で，いわゆる構造化インタビューではなく，半

構造化インタビュー方法を用いて行った。その

内容をその場で記録するとともに，音声を録音

した。記録は，インタビュアーが調査の進行に

従って，観察したことや観察中に気付いたこと

や，重要となる言葉を書き取り，録音した音声

をもとに意味単位でキーワードを与え，フィー

ルドノーツとしてまとめた上で，考察を行った。

3．調査結果および考察

　まず初めに実践報告調査にっいて，各実践に

おいて，学校図書館が活用されているかどうか

を調べてみると，学校図書館は活用されていな

い実践のほうが多かった。活用されている実践

では，多種多様な活用例が見られたが，大きく

分けると，資料提供や学習場所提供にとどまる

ものと，それにとどまらずに実際に実践の時間

内で司書教諭や学校司書が生徒への指導に関わ

るものの2種類があった。実践の割合としては，

資料提供や学習場所提供にとどまるもののほう

が多く，司書教諭や学校司書が生徒への指導に

関わるものは少なかった。

　また，各実践において，探究学習を通して生

徒たちにどのような力を身に付けさせたいかを
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調べてみると，さまざまな「力」が抽出された。

その「力」は多岐に渡っているが，特に多く見

られたものは「情報」に関わる力であった。具

体的には，情報活用能力，情報リテラシー，メ

ディアリテラシーである。このことから，高等

学校における探究学習の目的の一つとして，情

報やメディアを活用する能力を身に付けさせる

ことが挙げられるだろう。また，「探究的な学習」

のステップの一つに「情報の収集」があること

からも，探究学習を進めるにあたり必要となる

情報を収集することは，探究学習を構成する要

素の中でも特に重要な要素であることが分かり，

探究学習を通して情報やメディアを活用する能

力を育てることは，生産性の高い活動であると

言える。

　探究学習における学校図書館の活用や，司書

教諭・学校司書の果たす役割に着目すると，学

校図書館は活用されていない実践のほうが多か

った。学校図書館が活用されている実践の中で

も資料提供や学習場所提供にとどまる実践が多

く，司書教諭や学校司書が生徒への指導に関わ

るものは少なかった。学校図書館の活用につい

ては，インターネットが盛んになった昨今，生

徒自身が図書資料で調べる習慣を身に付けさせ

ることは非常に重要になってくるとともに，「図

書館を使った調べる学習コンクール」痔のよう

に，学校図書館を活用しながら一定の成果を目

指して学習を進めていくことは，生徒にとって

大きな達成感が得られることが期待できると言

え，探究学習における学校図書館の活用の有用

性が確認できた。

　また，司書教諭や学校司書が生徒への指導に

関わるものは，2011年，2014年，2015年と，

比較的最近に実践が行われていることから，報

告されている実践は少ないものの，徐々に探究

学習の実践の場に司書教諭や学校司書が関わる

ようになってきているという傾向があると言え

るのではないだろうか。同時に，探究学習を通

して身に付けたい力として，情報やメディアを

活用する能力が複数挙がっていたことから，探

究学習のステップの一っである「情報の収集」

において，図書館における情報探索や，コンピ

ュータ等のその他のメディアを用いた情報検索

を行うことは，探究学習における調査や実験の

前段階において重要であると言えるであろう。

　次に，アンケートおよびインタビュー調査結

果について，まず生徒からの視点で見てみると，

「探究科（仮）のために学校図書館を利用する

ことは必要であると考えているけれども，実際

の探究科（仮）における探究活動では学校図書

館を利用しなかった生徒が多い」ということが

示唆された。

　一方，教諭からの視点で見てみると，特に探

究学習における「課題の設定」の段階では，必

ず学校図書館を使わせようとしていることが分

かった。しかし，生徒が持っている知識のみで

は探究学習には不足している事実を踏まえっっ

も，資料や情報の選択に関する指導において，

教諭自身のカでは足りないことを認めている。

そのため，学校司書に資料や情報の選択に関す

る指導をしてほしいと考えているとともに，探

究学習のプロセスにおいてその資料や情報の選

択が適切かどうか，という助言をも期待してい

ることが分かった。

　さらに学校司書からの視点で見てみると，学

校司書として生徒たちの探究学習にいかに関わ

っていくかということについて，積極的には関

わっていく必要はないと考えていることが分か

った。その根拠としては大きく4点あり，まず

1点目として，学校図書館は「探究」のためだ

けに存在しているわけではなく，例えば自分の

「居場所」として学校図書館を利用している生

徒もいることを挙げている。次に2点目として，

学校全体の機能の充実に鑑み，情報の収集にお

いて必ずしも学校図書館を利用する必要はなく，

また生徒の情報の収集に関わる人物は学校司書

以外にも存在しているのではないかという点を

挙げている。そして3点目として，B高等学校

においては，探究学習のプロセスに必要な知識

や技能については，探究科（仮）あるいは他の

教科学習の時間においてそれらの担当教諭が行

っているはずであるので，あえて学校司書がそ

れを行う必要がないという点を挙げている。さ

らに4点目として，A市は各高等学校の学校図

書館の管理や運営を担当する職員を「司書」と

してではなく，「実習助手」として採用している

点を挙げており，それをネガティブに捉えてい

るわけではないが，あくまでも「実習助手」と

いう立場で職務を遂行するように努めている点

を挙げている。しかしながら，B高等学校の学
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校図書館の運営体制を見てみると，実習助手で

ある学校司書1名以外には，司書教諭兼図書館

長が1名と図書館担当の教員が1名いるのみで，

司書教諭は週2回1時間ずつ図書館のカウンタ

ー当番をするにとどまり，普段常に図書館にい

るのは学校司書のみであって，実質的に学校図

書館の管理・運営を行っているのは学校司書1

名のみであることが分かった。

　これらのことから，探究学習における情報の

収集の段階において，探究科（仮）担当教諭は，

学校司書にその指導・手助けを望んでいる一方，

学校司書は，それらの指導は探究科（仮）や他

の教科の時間で行われるべき・行われているは

ずであると考えており，探究学習における教諭

と学校司書の連携がまったく取れていないこと

が判明した。これは，学校司書の「教員と，生

徒の探究学習について話す，ということはな

い。」という発言からも明らかであろう。

　つまり，「探究学習において学校図書館を利用

することは必要であるけれども，実際にはほと

んど，あるいはまったく学校図書館を利用しな

い」という生徒たちが多いということは，学校

図書館における情報の収集の仕方が分からない，

あるいはそれが分からない際に，誰に尋ねるべ

きなのかが分からないからではないだろうか。

この事態を解決するためには，探究学習におけ

る「情報の収集」の指導について，探究科（仮）

担当教諭が的確に指導を行うことはもちろんの

こと，生徒たちが必要であると認識している学

校図書館をより有効に活用するべく，その現場

にいる学校司書が何らかの形で指導・助言を行

うべきであるとともに，探究科（仮）担当教諭

と学校司書が密に連携を取り，生徒たちが情報

の収集についてどの程度の知識や技能を持って

いるのかを把握し，それを共有すべきであると

考えられる。そのようにすることで，生徒たち

の情報の収集に必要な知識や技能を向上するこ

とが期待でき，探究学習のより良い学習効果が

期待できると言えるであろう。

4．まとめと今後の課題

実践報告調査を通して，データ処理に関わる

コンビ・・一タの利用が探究学習に有用であった

り，学校図書館を活用して図書を用いて調べる

ことで，よりその学習内容が深まったりするこ

とが示された。さらに，「図書館を使った調べる

学習コンクール」Ptのように，何らかの形でその

学習成果を評価してもらう場を設けるように努

めている動きも見られた。フィールドワークを

行ったA市立B高等学校の事例では，探究科

（仮）において学校図書館を活用しているもの

の，探究科（仮）担当教諭と学校司書の連携が

十分に取られておらず，その活用に際して教諭

も学校司書も十分に指導ができていないことが

分かった。さらに，探究学習のために学校図書

館を利用することは必要であるとは考えている

けれども，実際には探究学習のために学校図書

館を利用していない生徒が多いということが分

かった。これらのことから，教員も生徒も探究

学習において学校図書館が活用できる可能性を

認識してはいるが，実際には効果的に活用され

ていない可能性があるという事実が判明した。

　したがって，探究学習における図書館・図書

資料の有効活用については，その意義を実現で

きている学校も存在するとは考えられるが，そ

れがまだ実現できていない学校も多く存在する

ことが示唆された。また，「情報活用能力の向上」

については，事例における探究科（仮）担当教

諭は，例えばExcelの使用に関する学習のよう

に，教科「情報」における学習を探究学習に生

かせることを期待しており，「情報の収集」に関

する指導については，高等学校においては「情

報」の時間をさらに効果的に用いることで，そ

の教育的意義の向上に繋げることができると考

えられる。教科「情報」の時間に図書館や図書

資料を活用した学習を積極的に取り入れること

で，さらに効果的な探究学習を実現することが

できると言えるであろう。

注

1）　”高等学校学習指導要領平成21年3月”．

文　　　部　　　科　　　学　　　省

http：〃www．mext．go．jp／component／a＿menu／ed

uca’
tion／micro　deta四　icsFiles／afield　file／2　O　1　1／0　3／

30／1304427＿002．1）df，（accessed　2016－10－12）
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2）　根本彰（編著）．探究学習と図書館：調べ

る学習コンクールがもたらす効果．学文社．
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大学生は図書館の外で何を「学習」しているか？

～ フォトボイス調査の結果より～

國本千裕†谷菜穂‡竹内茉莉子‡池尻亮子‡丸茂里江‡庄司三千子‡

　　　　†駿河台大学メディア情報学部　‡千葉大学附属図書館

　　　　　　　　kunimoto．chihiro＠surugadai．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　大学生のインフォーマル学習（カリキュラム外で行う興味関心に沿った自主学習）への

理解と支援の必要性が昨今指摘されている。本研究では，千葉大学の学部学生9名を対象

に，通常授業期・試験期・夏季休暇を含む約1ヶ月の間，学生自身にカメラを貸与し，彼
らが大学図書館の外（例二学内施設，自宅，友人宅，飲食店等）で，1）何を学習と認識し，

2）どのように学習していたのかを，フォトボイス法を用いて明らかにした。

1．研究の背景

　米国で90年代に既に起きていたとされる，

「教育から学習へ（from　teachng　to　learn－

ing）」1）のパラダイムシフトは，日本国内では

2008年，中央教育審議会が提示した答申『学士

課程教育の構築に向けて』以降，盛んに言及さ

れることとなった。同答申は，学士課程におけ

る教育の質的転換，すなわち「何を教えるかよ

りも何をできるようになるか」を重視した取組

みと，その取組みを通じて学生自身が身に着け

る能力の重要性に言及している。同答申はこれ

を「学士力」と銘じ，今後，大学教育において

は「学士力」の獲得を想定したカリキュラム構

築が重要であるとの認識を示している2）。2012

年，同審議会が続いて提示した答申（『新たな未

来を築くための大学教育の質的転換に向けて～

生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大

学へ～』）では，これらの能力を身に着けるため

に，より主体的に学ぶ力，双方向授業による主

体的な学修体験，教室外での学修プログラム等

が必要であることを指摘し，以後，学生の「学

ぶ力」と「学び方」の双方が，社会的に注目さ

れるようになった3）。

　こうした潮流をうけ，溝i上は2000年以降，

高等教育研究の領域で「主体的な学習」（アクテ

ィブラーニング）についての研究が急激に増加

していることを指摘した4）。山内は，こうした

大学生の主体的な学習は，大学のカリキュラム

に関連した学習，いわゆる，フォーマル学習の

みならず，カリキュラムには直接関連しないが，

学生自身が自身の興味関心から行う学習，すな

わちインフォーマル学習のかたちでも，元来，

盛んになされている可能性を指摘した。さらに，

山内は，学生が自身の興味関心に沿って“個人

で学ぶ学習，勉強会や通信教育を通した学習，

参考図書を読むなどといった非公式な学習行

為”5）は，そもそも大学外の「学びの場」に

おいて行われることが多いとも指摘している5）。

　一方，こうした時流の変化に対応するべく，

大学図書館も学士課程の学生に向けた学習支援

サービスに目を向けている。2010年に科学技

術・学術審議会が提示した『変革する大学にあ

って求められる大学図書館像』の中では，大学

図書館の機能・役割の第一に，学習支援が位置

づけられている6）。昨今では，従来から行われ

てきた資料提供，情報リテラシー教育に加えて，

ラーニング・コモンズをはじめとする学習環境

の整備も急速に進み，数多くの実践例がみられ

ている7）。しかしながら，現在，大学図書館が

注目し，その支援対象としているのは，図書館

内で行われる学習，しかも，主に大学のカリキ

ュラムに関連したフォーマル学習が中心である。

元来，図書館情報学分野においてインフォーマ

ル学習は，いわゆる生涯教育の範囲の学習とと

らえられてきたためJ大学図書館の外で学生が

行うカリキュラム外の学習については，強い関

心を払ってこなかったためと考えられる。した

がって現状，図書館・情報学分野においては，

大学図書館の外で大学生が行う学習の多様性に

着目した調査は，一部の例外を除いて未だ数少

ない8）9）。
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2．研究目的

　今後，大学生の学習を総合的に支援するうえ

では，その前提として，大学図書館という場所

や，フォーマル・インフォーマルといった学習

の枠組みを越えて，「大学生の学習が現在どのよ

うに行われているのか」そして「そこで彼らが

実際に何を学んでいるのか」といった学習実践

（Practice）を把握することが必須である。

　そこで本研究では，1ヶ月間という長期間に

わたり，学生個人が，大学図書館のみならず，

図書館の外（例：学内施設，自宅，友人宅，飲

食店，移動中の車内等）も含めて，1）何を「学

習」と認識し，2）どのように「学習」してい

たのかを，その内容がカリキュラムに関連して

いるか否かを問わず，明らかにする調査を実施

した。具体的には，当事者による学習行動の記

録と，個人インタビューを併用し，情報利用も

含む個々の活動内容（Work　Practiceと

Information　Practiceの双方）を捕捉すること

のできるフォトボイスという手法を用いること

で，これを明らかにしようと試みた。

　今回の発表では，こうして獲得した撮影デー

タとインタビューデータの中から，大学図書館

の「外」で撮影された写真とそれについてのイ

ンタビューを抜き出し，大学生の図書館外にお

ける学習実態を分析した結果を報告する。

3．研究方法

　千葉大学西千葉キャンパスにおいて，学部学

生を対象に公募を行い，応募者の中から専攻や

学年等を考慮して，6学部9名の学生を調査対

象として選んだ。（表1）

　　　表1調査参加者の内訳

学生学部　　　専攻　　　学年

A
B
C
D
E
F
G
H

学

学

学

学

学
経
経
育

文

理

工

理

理

法

法

教

行動科学
生物

建築
数学
地学
方角

経済
スポ・一・一・一ツ科学

1
1
2
3
3
4
4
4

　調査では，通常授業期・試験期・夏季休暇を

含む，2013年7月8日～8．月11日の約1ヶ月

にわたり，9名の学生各々に1台ずっデジタル

カメラを貸与した。まず，学生たちは自身でこ

の期間に行った学習を，逐次デジタルカメラで

撮影した。より具体的には，学生に対しては「今

自分は勉強していると思ったその場面を，遂次，

デジタルカメラで撮影するように」と依頼して

いる。調査に参加した学生には，事前に30分

程度のプレインタビューを受けており，調査者

は，事前に各自の1週間の履修時間割，通常の

生活時間，図書館の利用頻度や普段の学習状況

などについて簡単に質問し，そのプロフィール

を把握するように努めた。また，学生ごとの撮

影内容のばらつきを防ぐため，学生に対しては

事前に簡単なレクチャーも行い，撮影対象（例：

机上の様子，作業内容がわかるもの，作業画面，

誰かと一緒に活動している場合はその人等を取

ってほしいこと）や撮影指針（例：自分が学習

だと思う行動であれば，大学の勉強に関連して

いなくても，気にせずにとにかく全てを撮影し

てほしいこと）を伝達した。

　なお，今回の調査では，写真撮影時に周囲に

他者がいる場合，肖像権に配慮し，できるだけ

個人特定ができないよう工夫して撮影する方法

を指導した。写真に映り込んだ被撮影者からは，

可能な限り同意書にサインをもらうよう依頼も

している。調査に参加した学生からも承諾書を

得て，1）撮影後調査者に譲渡した全ての写真

は調査研究や業務改善，研究成果の公表以外の

目的では利用しないこと，さらに，2）撮影者

の著作権に配慮することを説明している。

　上記の手順で撮影した1．月分の写真を元に，

後日，学生1人につき2時間程度の個人インタ

ビューを実施した。インタビューは，学生1名

に対し，インタビュアー2名以上（図書館員1

名および教員1名以上）で行った。撮影データ

が1月分と大量であったため，インタビュー前

の事前準備として，学生が撮影したすべての写

真を調査担当者で分担し，写真1枚ごとに行動

が行われた目時・場所・利用情報源・一緒にい

る人等について確認し，写真から読み取れる情

報はあらかじめ記録表を作成して事前準備した。

　インタビュー時には，この表をもとに，写真

を1枚1枚確認し，撮影時の学習について質問
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した。その際，1）事前に写真から読み取った

情報の確認と，2）その学習を行った目的や理

由もあわせて尋ねた。このときのインタビュ・一一

データは，全てスクリプトに書き起こし，表の

内容をインタビュー一データをもとに再修正した

うえで，インタビューから新たに明らかになっ

た情報も追記し，写真1枚につき1行のデータ

となるようにまとめた。

　こうして収集した写真とインタビューデータ

を統合して「記録表」を作成し，個々の学生た

ちが，どのような実践を「学習」と認識し，い

つ・どこで・何を・何のために・なぜ・どのよ

うに学習していたのかを，教員1名と図書館員

5名からなる研究グループで分析した。

　今回の調査に用いたフォトボイス法は，課題

の当事者自身（本調査の場合，学習を実践する

大学生自身）がカメラを持ち，その課題の記録

者として“自分たちの視点で自分たちの生活を

撮影”10）していく参加型アクションリサーチ

（CBPR）の手法のひとっである。当事者自身

が，自分の撮影した写真に対して「語り」を行

うため，レンズを通して各自の「視点や認識」

（本調査の場合ならば，学生は何を学習と認識

して実践し，その実践から自分なりに何をどの

ように学んでいるのかという彼らの認識そのも

の）が写真に記録される。同時に，インタビュ

ー時には，彼ら自身がこれを見ながら“内省を

促す”10）ことも可能となる。

　フォトボイスを用いた研究は，米国のWang

らによる公衆衛生分野の実践および政策研究が

よく知られている11），英国ではBlac㎞anらの

人類学研究もよく知られているが，近年，その

応用範囲は社会学や社会開発などに拡充しつつ

ある12）。本調査では，大学生自身が，普段の生

活の中で「なにげなく」行っている学習（彼ら

の言葉を借りれば「趣味の勉強」も含めた実践）

を分析する必要があったため，当事者の学習に

対する認識をより深く掘り下げる手段として，

本手法を学習調査の文脈に拡張して応用した。

4、結果

表2撮影日数と撮影枚数の内訳

学生　　影日数　　影女数

A
B
C
D
E
F
G
H
I

4
4
3
9
1
8
4
4
0

2
2
2
　
2
1
1
2
2

89

82

195

39

118

38

69

92

65

　調査期間を通じて、学生が撮影した写真撮影

日数と，撮影枚数の総計の内訳は（表2）のと

おりである。

　協力者ごとに，撮影日数と撮影枚数にばらつ

きがあるが，これは調査期間中に学習を行った

回数自体に差があったことに加えて，今回の分

析では，図書館内で学習を行ったデータがのぞ

かれている影響もある。これらの写真とインタ

ビューデータとを用いて，図書館外での学生の

行動種別を，その目的や内容をふまえっっ，お

おまかに分類した。結果を（表3）に示した。

　　　　　表3行動種別の一覧表

行動の種別

1　授業の予習

2　授業の復習
カリキュラム内学習 3　試験対策

4　授業の課題
5　卒業論文
6　授業の発展応用

カリキュラム外学習
7　課外活動
8　進路
9　興味関心

　図書館外で行われていたカリキュラムに関す

る学習は，つぎの①～⑤である。①授業の予習

は，授業前に行われた学習，授業準備等が該当

する。英単語を辞書で調べる，教員から指示さ

れた資料を読むといった学習である。②授業の

復習は，授業で学んだ内容についてふりかえり，

理解を深めようとする学習である。授業の配布

資料やノートをもとに学んだことをまとめる，

理解できなかった箇所を調べる等が該当する。

③試験対策は，定期試験に備えての学習，例え

ば，教科書や授業ノートを読み返す，試験範囲

の問題を解く，授業内容をまとめる，過去の試

験問題を解くなどの学習である。④授業の課題

は，授業で与えられた課題に取り組む学習であ

る。内容としては，練習問題を解く，レポート

を執筆する，調べものをする，発表のために資
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料や原稿を作成する，プログラミング等の成果

物を作成するといったように多様である。⑤卒

業論文には，卒業論文作成に必要な本文の執筆

に加え，必要な資料や情報を探す，文献を読み

込む，収集したデータを整理する等が含まれる。

　カリキュラムに直接関連しない学習としては，

⑥～⑨の行動がみられた。⑥授業の発展応用は，

授業で学んだ内容をもとに自発的に行う学習で

ある。授業から発展した内容だが，他者に課さ

れた課題等ではない。授業内容だけでは知識の

不足を感じる等，学生自身が自発的に学びを深

めようとしていることが特徴である。⑦課外活

動は，サークルやアルバイトに関わる活動コ

ンペティションやボランティアなど，授業とは

関係なく，自分の興味関心から自主的に始めた

活動を遂行するために行われた学習である。例

えば，運動指導員のアルバイトで参考にするた

めに，公共図書館で図書を読む等の学習がみら

れた。いずれも授業とは直接関係のない学習だ

が，その内容は，学生が大学で学ぶカリキュラ

ムと関連がある場合もあった。例えば，法政学

部経済学部で地域の活性化をテーマに学ぶ学生

が，大学の活1生化を目的として，学内の広場の

デザインコンペに応募し，そのための活動を「学

習」と認識している例が見られている。⑧進路

には，進学や留学，就職といった学生の進路の

ための学習が含まれる。ロースクールへの合格

を目指して，有料自習室を個人で契約して学習

する，留学に備えて語学を学ぶといった学習で

ある。⑨興味関心には，学生が自らの興味関心

を満たすために行った情報探索と利用が含まれ

る。単発的に行われる場合と，習慣的に行われ

ている場合があり，例えば前者は，気になった

事柄を思い立って調べるといった行動後者は

日課として新聞を読むなどがこれに該当した。

　調査の結果，参加者の多くは，大学のカリキ

ュラムに関連した学習（例：授業の予習復習等）

以外にも，授業の内容をより発展させた学習，

サークルやアルバイトや進路をよりよく遂行す

るための学習等，カリキュラムの枠組みの外に

あるものを，学習と認識して，図書館外で時間

を費やしている実態が明らかとなった。
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大学生向け情報リテラシー尺度の作成

および潜在ランク理論を用いた分析の試み

　　　　飯尾　健†

†京都大学大学院教育学研究科

iio．ken．28u＠st．kyoto－u。ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

本研究では情報リテラシーの評価および情報リテラシー教育に示唆を与えることを
目的として，大学生の情報リテラシーを自己評価する尺度の作成を行った。因子分析
の結果，尺度の1因子構造が示唆された。また回答結果を潜在ランク理論により学生
を4つのランクに分けて検討したところ，ランク3に到達していることが大学卒業時
点で必要な情報リテラシーの目安であること，さらに全体として学生は情報検索には
自信を持っ一方，得られた情報の評価・活用に課題を感じていることが示唆された。

1．はじめに

　これまで日本では多くの大学図書館で庸報リ

テラシー教育への取り組みが進められてきた結

果，情報リテラシー教育への取り組みは各大学

図書館において定着したと考えられる1）。一方

で，現状ではこれらの情報リテラシー教育の成

果や学生の情報リテラシーを評価する取り組み

については決して十分な研究の蓄積がなされて

いるとは言えない2）。この一因としては，評価

ツールの開発およびそれを用いた実践の蓄積が

未発達であることが考えられる。

　海外では日本に先駆けて情報リテラシー教育

について多くの評価研究がなされている。その

一つに，複数の項目からなるリッカート尺度を

用いた自己評価がある。このような自己評価に

よる方法は比較的簡便で時間を要しないため多

くの大学図書館で取り入れやすく，授業内の1

コマ程度を利用した講習会の形式が多い現在の

大学図書館での情報リテラシー教育においては

有用な方法であると考えられる。また，近年導

入が進んでいるIR（Institutional　Research）に

おいても自己評価による学習成果の把握は有用

な方法となっており3），今後情報リテラシーに

関する自己評価の重要性は高まると考えられる。

　そこで本研究では情報リテラシーを自己評価

する尺度の作成を行い，同時に作成した尺度を

もとに学生の情報リテラシーの傾向について潜

在ランク理論を用いた段階的評価を試みる。

　潜在ランク理論とは，テストや心理尺度の回

答から能力を段階的なランクに分け，各回答者

の各ランクへの所属確率を推定する手法である

4）。これによりルーブリック等では直観的・経

験的にしか行えなかった学生の段階的評価に統

計学的な根拠を与えられると考えられる。

　これらを通じ，情報リテラシーの評価および

今後の情報リテラシー教育に対する示唆を与え

ることが本研究の目的である。

2．方法

2．1．質問項目の作成

　尺度に用いる質問項目の作成においては，ま

ず国立大学図書館協会『高等教育のための情報

リテラシー基準』5）等の各国の情報リテラシー

能力基準および先行研究から情報リテラシーを

構成する5ないし6のカテゴリーを同定し，さ

らにそれぞれのカテゴリーの下に12のサブカ

テゴリーを設けた。続いて（1）「初年次教育で

求められる情報リテラシー」（2）「専門領域を

学ぶ上で必要な情報リテラシー」（3）「卒業論

文や複合的な課題で必要な情報リテラシー」の

3段階のランクを仮ランクとして設定した。そ

の後各サブカテゴリーにおいて1っの仮ランク

に最低一つずつ，先行研究を参考に質問項目を

設定した。これは，後に情報リテラシーをラン

ク別に評価することを考慮したものである。

　これらの設定した質問項口にっいて，内容的

妥当性をより高めるために2段階からなる予備

調査を行った。まず第1段階では，現役の図書
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館員5名を2グループに分け，筆者の同席の下

でディスカッションを行いながら設定した質問

項目をサブカテゴリーごとに3つのレベルに割

り振るという作業を行った。これらを2グルー

プで行い，その結果をもとに質問項目の修正や

削除，追加などを行った。続いて第2段階では，

第1段階の予備調査において修正された質問項

目を4件法のリッカート尺度として5名の大学

生に対して実際に調査を行い，質問項目の内容

について検討した。学生からの指摘を受け，適

当ではないと考えられた質問項目を修正・削除

し，同時にサブカテゴリーも9に整理した。

　以上の結果から41の質問項目を作成し，本

調査を行うこととした。設定したカテゴリー，

サブカテゴリーおよび作成した質問項目を表1

に示す。なお表内の項目コードは，質問項目が

属するカテゴリー，仮ランク，および同一の仮

ランク内での項目番号を示すものである。

2．2．本調査の概要

　本調査は2016年6月15日から16日にかけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1作成した

て，株式会社マクロミルに依頼しインターネッ

ト上で行った。教示文は「大学での課題やレポ

ー トおよび研究のために行う情報探索や文献調

査のことについて質問します。以下の各項目に

ついて，最もあてはまるもの1つを選択してく

ださいe」とし，「非常にあてはまる」「ややあて

はまる」「あまりあてはまらない」「全くあては

まらない」の4件法で回答する形式とした。対

象は全国の4年生大学に通う大学生1～4年生

397名分のデータを使用した。

3．結果と考察

　　　　3．1．因子分析の結果

　　　　　まず項目分析を行い，不自然な挙動を示す質

　　　　問項目の有無を確認した。さらに探索的因子分

　　　　析を行い，因子負荷量の低い項目の削除および

　　　　項目間での質問項目のまとまり方を検討した。

　　　　その後確認的因子分析を行い，同定したカテゴ

　　　　リーに基づいた因子構造モデルを検討した。そ

　　　　の結果を図1に示す。確認的因子分析の結果か

リテラシー自己評　　問工百

カテゴリー（1） カテゴリー（2） サブカテゴリー 項目コード　　　　　　　　　　　　　　　　　　質問項目

情報の

　課題の範囲のA　　理解と設定
A3－1　自分の専攻での関心や先行研究に基づいて調査テーマを設定できる

A2－1　普段の問題意識や自分の興味・関心と結びつけて調査テーマを設定できる

Al－1　レポート課題を行うとき、その中で自分が探究したい事柄を考えることができる
課題の認識

範囲の決定 　何を調べるかB　を明らかにする
B3司　　レポートや課題を完成させるために、自分に今必要な情報をはっきり示すことができる

B2司　　今から調査することについて、自分に不足している情報を挙げられる

B1引　　自分が今から調べる課題に関係するキーワードをリストアップできる

情報探索の

　計画

情報への

　情報源・情報
　　サービスの

C　知識および
　　情報探索の

　　　計画

　　　　　　　　　　　　　　、C3－1　古い資料や一般に販売されていない資料など、希少な資料を入手する方法を挙げることができる

C3－2　自分の調査するテーマについて多く取り上げられている学術雑誌を挙げることができる

C2－1　自分の調査するテーマを専門的に扱う事典やデータベースを挙げることができる

G2－2　欲しい情報の種類や自分の専門分野に合わせて情報源を使い分けられる

GH　　インターネットを使ってレポートに関する調べものをするときの注意点を挙げることができる
C1－2　情報を探すときに手助けをしてくれる人や大学でのサービスを挙げることができる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

アクセス

　　　　　　、、へ㌧D3－1　外国語の文献を探して入手できる

情報の入手
　　情報探索とD　　　入手

D2－1　探し漏れのないように二つ以上の探索ツールを用いて情報を探すことができる

D2－2　インターネットでは情報を見つけられなかった場合、他の情報源を使って探すことができる

D1－1　著者名、タイトル、発行年などの条件を複数組み合わせて文献を探すことができる

D1－2　情報検索をするときに、キーワード選びや組み合わせを工夫して効率的に必要な情報を見つけることができる
　　、　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　鴇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻

E3－1　今持っている情報よりも新しい情報がないかどうかを判断することができる

E2－1　見つけた情報の引用元を確認して、情報の信頼性を判断することができる

情報の評価・

　　管理
情報の評価

　情報の評価・E　　　管理 E2－2　複数の資料を比較して、見つけた情報が正しいどうかを見極めることができる

E2－3　本や記事の著者の情報を確認し、その内容について信頼できる立場の人間や団体かどうか判断できる

日一1　見つけた資料に自分の探していた情報が含まれているかどうか判断できる

臼一2　引用するとき使えるように、レポートのために読んだ文献のタイトル、著者や重要な点などを記録して管理できる
職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　竃尾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い　　　　　　　　　　　　“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覧

F3－1　調査して得られた情報を既存の知識と結びつけて、自分の知識を再構成することができる

情報の統合 情報の活用
　情報を理解し、F　　結論を出す

F2－1　同じテーマについて書かれた本や新聞記事を複数比較して、それぞれの立場の違いを読み取ることができる

F2－2　対立した意見があるテーマについて、さまざまな情報を比較検討して自分の立場を表明できる

臼司　　文献の中から事実を述べた箇所と、筆者の主張を述べている部分を区別して示せる

F1－2　調べて得られた情報を総合して、課題についての自分の意見を明確にすることができる

　　　　　　　塾1尋G3－1　自分の研究テーマについての先行研究を調べてまとめることができる
　情報を成粟物G　　へ利用する G2－1　自分の立場と反対の意見について反論できるよう、適切な情報をまとめることができる

G2－2　読む人が分かりやすいように、数字や統計データの情報をもとに表や図を作ることができる

G1－1　調べたことを、レポートやスライドなどの発表形式に合わせて分かりやすく表現することができる
鳳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、覧、　　　　　　　　、へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覧　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

H3司　　自分のテーマに不都合な意見や情報を無視せずに情報を集めることができる

情報の引用 H2－1　参考文献リストを自分で作成できる

情報の活用 H　　および H2－2　引用する必要のない一般的な知識か、引用が必要な知識かどうかを判断できる

倫理的な使用 H1－1　文章の引用元のタイトル、著者などを指定された様式通りに示すことができる

情報の倫理 H1－2　正しい引用と剰窃・盗用との違いを知っている

情報探索・ 13一で　自分が探すべき情報は全て見つけられたかどうか判断できる
　レポート作成1　　　への 12－1　必要な情報が見つからないとき、探す情報の範囲を広げたり絞ったりして見つけられるように工夫できる

12－2　必要な情報が見つからないとき、他の探索ツールを使ったり手順を変えて行うことができる

反省・省察 h－1　必要な情報が見つからないとき、キーワードの変更などで見つけられるよう工夫できる

（注）カテゴリー（1）は『高等教育のための情報リテラシー基準』、カテゴリー（2）はんへC＆Uによる「情報リテラシー」のVALUEルーブリック6）に基づいて同定した
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図1情報リi’Siシー自己評価質問項目の確認的因子分析の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　．71

情報リううシー

　（α＝95）

eMSEA＝．O“

（注）誤差は省略

報の範囲の決定
　（α＝．74）

へのアクセス

（αニ82）

情報の評価
（α＝．83）

情報の活用
（α＝．78）

情報の管理・引用

　（αニBl）

223項目から　出したMAPおよびBIC

　　　　　　MAP　　　　　BIG
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factor5

．007

．008

．Ol1

．014

．017

一931

－908

－838

－767

－692

画

ら質問項目は23項目が採用され，それらは5

つの1次因子に分かれること，さらにその上位

に「情報リテラシー」の2次因子を持つ2次因

子構造の心理尺度であることが示唆された。こ

の因子構造は表1に示したカテゴリー（2）に

比較的近く，また各因子から項目への寄与率，

さらにGFI，　AGFIおよびRMSEAといった適

合度指標についても十分と考えられる。

　一方で2次因子から各1次因子へのパス係数

が．93から．98と非常に高く，これらは実質的に

2次因子である「情報リテラシー」の1因子構

造とみて差し支えないことが示唆される。これ

を検討するため，図1に挙げた23の質問項目

を用いてMAPとBICを算出した。その結果を

表2に示す。その結果MAPとBICのいずれも

1因子において最小の値を示しており，1因子

構造と見て差し支えないことが示された。以上

の結果から，以下ではこれら23項目を1因子

の「情報リテラシー」尺度として扱う。

3．2．潜在ランク理論による分析

　続いて，潜在ランク理論による分析を行うソ

フトウェアであるExametrika7）を用い，その結

果に基づいて段階的評価を行った。

　まずランク数を決定するため，情報量規準と

なるCAICおよびBICを算出し，両者が最も低

い値を示した4ランクのモデルを採用すること

とした。またその際の適合度はRMSEA＝。042

であり，許容できる値であると判断した。

　続いて，各項目のレベルごとの特徴を示す指

標である工RP（ltem　Reference　Profile：項目参

照プロファイル）を算出した。IRPは各レベル

での項目ごとの得点の期待値である8）。この

IRPをもとに各レベルにおいて学生がどの項目

で高い得点を取りやすいのかを検討することで，

各レベルでの学生の情報リテラシーの傾向を明

らかにすることができると考えられる。各項目

のIRPを表3に示す。なお，表3ではランクご

との特徴を分かりやすくするため，各質問項目

においてそれぞれの得点の中央値である2．5を

超えたランクの得点を太字，さらに3を超えた

ランクの得点を太字に加え斜体で表記した。ま

た同時に各ランクに属する学生の「情報リテラ

シー」尺度得点の平均得点と標準偏差を示した。

　算出したIRPに基づき，各ランクにおける情

報リテラシーの特徴について検討を行った。ま

ずランク1に関しては，2．5点を超える項目が

11・1「必要な情報が見つからないとき，キーワ

ー ドの変更などで見つけられるよう工夫でき

る」のみであることから，仮ランクにおける（1）

「初年次教育で求められる情報リテラシー」の

さらに前段階に相当するランクと言える。

　次にランク2では，G3－1「自分の研究テーマ

についての先行研究を調べてまとめることがで

きる」等仮ランク2および3に属する項目の一

部を除くほぼ全ての項目で2．5点を超えていた。

このことから，ランク2は仮ランク2と3の中
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3各項目のIRPおよび1　目ごとの平均点と標準偏差
　項目コード　　　　ランク1　ランク2　ランク3　ランク4

　　A2－1　　　　　　　　　2．35

　　Al－一　1　　　　　　　　2．40

　　B2－1　　　　　　2．27

　　Cl－1　　　　　　　　2．46

　　D2－2　　　　　　2．45
　　D1　・－1　　　　　　2．3　1

　　D1－2　　　　　　2．40

　　E3－1　　　　　　　　2．22

　　E2・－1　　　　　　　　2．30

　　E2－・2　　　　　　　　2．21

　　E2－3　　　　　　　　2．17

　　E1－2　　　　　　　2．34

　　F2－1　　　　　　　　2．22

　　F1－1　　　　　　　2．25

　　F1－2　　　　　　　2．26

　　G3－1　　　　　　2．20
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間段階にあたると言うことができる。

　またランク3では，全ての項目において2．5

点を超えており，各項目の平均得点もほぼ3に

近いことから，仮ランクにおける（3）「卒業論

文や複合的な課題で必要な情報リテラシー」に

相当すると言うことができる。従って，このラ

ンクが今回の調査における学生が卒業時に必要

な情報リテラシーの目安と考えられる。

　さらにランク4では13－1「自分が探すべき情

報は全て見つけられたかどうか判断できる」を

除くすべての項目で3点を超えており，自らの

情報リテラシV・一・…に対して高い自己評価を行って

いるランクと言える。

　また，全体的な傾向として情報検索に関する

項目は低いランクでも得点が高く，一方で情報

の評価や活用に関する項目については高いラン

クにおいても得点が低くなっていた。このこと

から，学生は盾報検索についてはある程度の自

信を持っている一方，得られた情報を評価した

り，自身のレポートに活用することに関しては

課題を感じていると言える。このことから，今

後の情報リテラシー教育においては情報の評価

や活用といった面に一層力を入れていく必要が

あることが示唆される。

　一方で，本研究ではランクごとに特長や課題

などの明確な差異を確認すること，また初年次

に必要な情報リテラシーを身につけていると解

釈できるランクを見出すことはできなかった。

これらは当初設定した仮ランクおよびカテゴリ

ー間における質問項目の得点の差が作成時に想

定したほど大きくないことによると考えられ，

今後さらにその要因を検討する必要がある。

4．おわりに

　本研究では心理尺度の作成およびそれを用い

た調査結果の分析による学生の情報リテラシー

の傾向について検討を試みた。今後はさらなる

データの蓄積を行い，適切なランク分けや各ラ

ンクに属する学生の心理的要因や経験による差

異，時間経過による変化等について分析を進め

ることが求められる。また今回用いた自己評価

尺度による調査はあくまで学生の自己報告であ

ることから，直接評価による情報リテラシーの

評価方法も同時に開発し，要請される場面に応

じた利用ができるようにすることが必要である。
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